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平成２９年度（平成２８年度実績）藤沢市教育委員会の点検・評価及び藤沢

市教育振興基本計画の進行管理について

平成２９年度（平成２８年度実績）「藤沢市教育委員会の点検・評価」及び「藤

沢市教育振興基本計画の進行管理」に関する報告書を次のとおり作成する。

２０１７年（平成２９年）８月１６日提出

藤沢市教育委員会

教育長 平 岩 多恵子

提出する報告書

別紙のとおり

提案理由

この議案を提出したのは，地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の

規定により，教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及

び評価を行い，その結果に関する報告書を作成する必要による。

参考

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 抜粋

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第２６条 教育委員会は，毎年，その権限に属する事務（前条第１項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定に

より事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況

について点検及び評価を行い，その結果に関する報告書を作成し，これを議会に

提出するとともに，公表しなければならない。

２ 教育委員会は，前項の点検及び評価を行うに当たっては，教育に関し学識経験

を有する者の知見の活用を図るものとする。
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はじめに 

 

１ 実施方針 

  効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民への説明責任を果たして

いくため、教育委員会の点検・評価と併せ藤沢市教育振興基本計画の進行管

理を実施し、教育委員会活動報告とともに公表していきます。 

 

２ 趣旨 

「藤沢市教育振興基本計画」は、本市の教育に関する総合的な中期計画と

して２０１１年（平成２３年）３月に策定をしました。その計画を確実に推

進していくため、平成２４年度から外部の有識者による藤沢市教育振興基本

計画評価委員会を設置し、教育委員会の点検・評価と併せ、本計画に位置づ

けられている全事業の進行管理を行うこととしました。 

点検・評価については、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（以

下「地教行法」という。）第２６条第１項において「教育委員会は、毎年、

その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、

その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表し

なければならない。」とされています。 

  今年度も昨年度と同様に点検・評価結果と全事業の進行管理を併せた報告

書を作成し、いただいたご意見については、計画の進行や見直しなどに生か

していきます。 
 

３ 実施方法 

（１）  点検・評価に当たっては、地教行法第２６条第２項の規定を踏まえ、

藤沢市教育振興基本計画評価委員会において、教育に関し学識経験を有

する委員の方々が、主体的に抽出した７事業について重点的に議論し、

様々なご意見・ご助言をいただきました。 

評価の方法については、教育振興基本計画の体系図から教育部内と生

涯学習部内の重点事業、及び点検・評価対象希望事業を中心に、基本方

針ごとに実施事業を抽出して対象事業としました。 
また、事業の進捗状況・効果・成果等を明らかにし、課題・問題点を

分析して課題解決の具体的方策を検討しました。 
（２） 教育振興基本計画の進行管理については、全事業を一覧表でまとめ、

進捗状況と所管する課の自己評価を明確にしました。 
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４ 藤沢市教育振興基本計画評価委員会  
（敬称略） 

 氏 名 役 職 等 

委員長 三 浦 康 之 湘南工科大学工学部准教授 

副委員長 市 村 杏 奈 藤沢市PTA連絡協議会 

委 員 藤 井 佳 世 横浜国立大学教育学部准教授 

委 員 渡 邉 美 子 学校・家庭・地域連携推進会議会長会 

 
５ 開催状況 
（１） 第１回藤沢市教育振興基本計画評価委員会  ２０１７年６月３０日 
    ・藤沢市教育振興基本計画評価委員委嘱 
    ・委員長選出、副委員長指名 
    ・藤沢市教育振興基本計画各基本方針の自己評価について説明及び質

疑応答 
・点検・評価対象事業の抽出 

 
（２） 第２回藤沢市教育振興基本計画評価委員会   ２０１７年７月２１日 
    ・点検・評価対象事業について担当課より事業説明 

    ・事業説明に関する質疑応答 

 

（３） 第３回藤沢市教育振興基本計画評価委員会   ２０１７年８月１日 
   ・点検・評価対象事業についての追加質問 

・点検・評価対象事業に対する講評 
・全事業の進行管理についての意見 
・点検・評価及び進行管理を通じての教育委員会へのアドバイス 
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【参考】「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」～抜粋～ 

   (教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

 第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規 
定により教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条 
第四項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。） 
の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報 
告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

 ２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学 
識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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１ 点検・評価対象事業一覧 

 

 

事業コード 事 業 名 担当課 

１５４ 
教育指導事務事業 

（学習指導員による補習事業） 
教育指導課 

２２５ 
幼稚園・保育所・小学校・中学校・

特別支援学校連携推進事業 
教育指導課 

３３３ 
学校施設環境整備事業 

（空調設備整備） 
学校施設課 

４２５ 
障がい者・高齢者への宅配サービ

ス事業 
総合市民図書館 

４２８ 
新しい時代に即した「これからの

図書館」推進事業 
総合市民図書館 

５２９ 
(仮称)藤澤浮世絵館の整備・運営

事業（藤澤浮世絵館の運営事業） 
郷土歴史課 

７２１ 地産地消の充実事業 学校給食課 
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●中学校学習支援事業

事業コード
事業名

教育指導事務事業
（学習指導員による補習授業）

担当部 教育部

１５４ 担当課 教育指導課
事業目的 変更（ある場合）

学校が抱える諸課題について、支援を図り、学校とともに諸課題の
解決を図る。

事業内容
生徒の基礎的・基本的な学力の定着を図るため、「学習指導員」に
よる補習授業を行う。

H３１年度

実施 → → →年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）

H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度

→

予算額(千円） 3,211 3,211 3,211
決算額（千円） 2,927 2,779
執行率（％） 91.2 86.5

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）
に対するH28年度末

の成果

・中学校全19校で実施
・総時間数、2,698時間

H28年度の
総合評価

評価 次年度

Ｂ 継続

課題・問題点
・年間を通して計画的な支援ができるように、学習指導員を
確保する。
・学習会について生徒に周知し、希望する生徒が参加でき
るように運営する。

平成２９年度の目標達成に向けた今後の対応や施策
の柱を踏まえた取組について

　平成29年度も生徒の基礎的・基本的な学力の定着
を図るため、中学校が放課後及び長期休業中に実施
する補習指導に対し、支援を行っていく。実施にあ
たっては、開講科目を増加してほしい、あるいは定期
試験前の開講を増やしてほしいといった生徒のニー
ズに応じた対応ができるよう学校に指導助言してい
く。

・学習指導員の選任（学校長）
・学習指導員による放課後、長期休業中の学習支援

H２８年度　進捗状況(今年度の効果・成果) 評価の理由
各学校が、子どもたちのニーズに合わせ、放課後や長期休
業を利用して学習支援をすることができた。個別や少人数
での指導をすることで、生徒の学習意欲へとつなげること
ができた。

・年次計画どおり全校で実施することができた。生徒
の基礎学力の定着の面で成果をあげている。

今後の方向
・各学校の状況にあわせ、柔軟に対応しながら、生徒
の基礎学力の確実な定着につなげていきたい。

H２９年度事業計画
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●幼保小連携実施校46校、小中連携実施校55校との連携の推進
●推進協議会・研修会等の実施

事業コード
事業名 幼稚園･保育所･小学校･中学校・特別支援学校連携推進事業

担当部 教育部・子ども青少年部

２２５ 担当課 教育指導課・保育課
事業目的 変更（ある場合）

・園児等が小学校の様子を知ることにより、就学後、児童の学校生
活がスムーズに行える。（小１プロブレムの解消）
・中１ギャップの解消と、義務教育９年間を見通した教育を推進す
る。

事業内容
・幼稚園・保育所・小・中・特別支援学校の関係者、学識経験者等か
らなる「幼・保・小・中連携推進協議会」を設置し、幼児教育と小・特
別支援学校や小学校と中・特別支援学校の教育の充実及び連携の
推進を図るため、協議・研修・交流を行う。
・就学前の園児等の小学校訪問及び小学校児童と中学校生徒の交
流の推進など、校種間の連携を図る。
・校種間教職員の意見交換を積極的に行う。
・小中一貫教育の実現の可能性等について研究するとともに連携の
推進を図る。

Ｈ３１年度

実施 → → →

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度

→

予算額(千円） 30 30 30
決算額（千円） 0 0
執行率（％） 0.0 0.0

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）
に対するH28年度末

の成果

幼保小連携46校、小中特連携55校で実施
H28年度の
総合評価

評価 次年度

Ｂ 継続

H２８年度　進捗状況(今年度の効果・成果) 評価の理由
・幼稚園、保育所、小学校、中学校、特別支援学校連携担
当者会を開催した。小中学校担当者54名と白浜養護学校
担当者1名、幼稚園・保育所の担当者53名が出席し、連携
にかかる実践の紹介や情報交換を行った。
・幼、保、小、中、特別支援学校の職員を対象に合同研修
会を行い、連携の必要性や課題、具体的な実践等につい
ての講演を聞き理解を深めた。また、地域協力者会議の代
表の方々を招き、地域・家庭・学校の連携活動を紹介した。
・中学校学区を中心とした近隣の学校や園の間で、年間計
画を基に交流、学校見学などについて調整し、交流を実施
した。地域の学校や園の教員が協力し合う素地ができた。
また、各学校間の情報交換により、支援を必要とする児童
生徒に、きめ細かい支援が継続できるようになった。
・各校からの異校種間交流の実践報告を受け、それらをま
とめた冊子「平成28年度幼保小中特連携実践事例集」を作
成した。今まで見られなかった新しい試みや、交流の深まり
や広がりが報告された。

・幼保小中特連携についての必要性や効果について
はだいぶ理解が深まり、幼稚園・保育所と小学校、小
学校と中学校の連携については全校で実施されてい
る。実施内容は職員間の情報交換や幼児と児童生
徒の交流が行われた。

今後の方向
・幼保小中特の教員が「義務教育を終える段階で身
に付けておくべきことは何か」という観点を共有しなが
ら、幼児教育、小学校教育、中学校教育それぞれの
在り方を考える視点や意識をもつことが、より一層必
要である。幼児教育を基礎として、小中学校9年間を
見通して、どのように子どもたちの資質や能力を伸ば
していくのかを考えることと、子どもたち一人ひとりの
個々の発達段階や教育的ニーズを踏まえた実践を
推進していく。

H２９年度事業計画

課題・問題点
・私立保育所や私立幼稚園へ担当者会の開催連絡をする
際の連絡手段に課題があり、私立幼稚園の参加が少ない
こと。
・幼稚園にも「実践事例集」の原稿執筆を依頼しているが、
回収方法に一考を要する。
・行事の交流や教職員の情報交換などが中心であるため、
連続的な学びという視点で教育活動や指導に生かすところ
までには至っていない。

平成２９年度の目標達成に向けた今後の対応や施策
の柱を踏まえた取組について

　年間２回の担当者会を行う。１回目は５月に近隣校の
担当者間の顔合わせや昨年度の連携の照会を行い、２
回目は８月に他市の担当者を講師に、学びの連続性や
教育課程を意識した幼小中連携の実践事例紹介等を行
う予定。Ｈ２９年度第１回の幼保参加は昨年比微増となっ
たが、新規に開設された保育所等も含め私立幼稚園等
の参加について園長会等で促していく。
　本事業に関連して「教育課程推進事業」において、小学
校と中学校の連携について今年度は小中学校４校（秋
葉台小と秋葉台中、大清水小と大清水中）が学校運営
等にかかる研究・実践に取り組んでいる。

・幼保小中特別支援学校間の連携を推進し、校種間
の円滑な接続及び幼児期の教育を基礎として、義務
教育9年間を見通した教育の推進を図る。
・活動の実践事例集の活用を図り、教育連携の実践
に役立てる。
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●小学校空調設備設置・更新

●中学校空調設備更新

・ 小学校2校の空調設備設置工事を実施 ・ 計画では6校の予定であったが、2校の実施と
2校とも給食調理室含む なったため。

＊新林小学校、天神小学校
・ 設置、更新実施対象校について、特定財源の

※平成28年度2月補正予算において、小学校4校の 確保に努めながら、年次計画に基づき継続し
改修工事予算を編成。 て実施していく。
全額を平成29年度に明許繰越。

・小学校4校の空調設備設置工事を実施（明許繰越分）
＊浜見小学校 ＊大庭小学校
＊湘南台小学校（給食調理室含む）
＊駒寄小学校

・ 国の交付金の状況も厳しいなかで、財源の確保が非常
に困難になっている。国の補正予算編成状況等にも注

視し財源の確保に努め、今回変更(延伸)した事業を計
画どおり進めていくことを目指す。

予算額(千円） 368,190 216,260 406,372

課題・問題点

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）
に対するH28年度末

の成果

執行率（％） 70.9 80.8

H２８年度　進捗状況(今年度の効果・成果) 評価の理由

今後の方向

H２９年度事業計画

平成２９年度の目標達成に向けた今後の対応や施策
の柱を踏まえた取組について

・小学校２校の設置を完了
H28年度の
総合評価

評価 次年度

Ｄ 継続

決算額（千円） 261,091 174,732

環境整備工事を計画的に進め、児童・生徒の教育環境の向上を図
るとともに、学校間格差の解消を図る。

平成29年度以降の計画（校数）を変更した。
(H29)

事業内容
学校生活、学習環境の向上を図るため、小学校普通教室の空調設
備設置及び小・中学校管理諸室、特別教室の空調設備更新を実施
する。

H３１年度

普通教室6校年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）

H２７年度 H２８年度 H２９年度

管理諸室4校 管理諸室4校

H３０年度

・平成28年度に国の補正予算が組まれたことにより、
本市では4校の空調整備事業が補助事業として採択
されたことに伴い、平成28年度2月補正予算において
予算化し、平成28年度予定していた対象校を今年
度、整備実施する。
・今後においても、安全・安心で快適な学校施設の整
備に向けて、国の補助事業としての採択状況を注視
し、特定財源の確保に努めながら、取組計画を着実
に実施することを目指す。

事業コード
事業名

学校施設環境整備事業
（空調設備整備）

担当部 教育部

３３３ 担当課 学校施設課
事業目的

普通教室3校 普通教室6校 普通教室4校 普通教室7校

変更（ある場合）
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●宅配サービス事業の実施

宅配による貸出件数

・延べ利用者数　　1,831人
・貸出資料件数　　6,902件
・自動車でのボランティア活動に対応するボランティア保険
加入手続きを行った。保険対象者　46人
・広報ふじさわに宅配サービスの利用者及びボランティア
の募集記事掲載を行った。
・ボランティア交流会を開催した。11月17日（木）　参加者12
名
・職員とボランティアが協力して宅配利用者に資料の紹介
をするためのリストを作成した。

・ボランティア保険を活用することにより、ボランティア
の活動範囲が広がり、待機ボランティアの解消につ
ながった。
・利用者一人あたりの貸出件数が増加している。

今後の方向

次年度

Ｂ 継続

H２８年度　進捗状況(今年度の効果・成果) 評価の理由

・ボランティアによる宅配サービスの実施
・広報ふじさわ、館内ポスター掲示、図書館ホーム
ぺージ等による事業のＰＲ及びボランティアの募集
・ボランティア交流会の開催

事業コード
事業名 障がい者・高齢者への宅配サービス事業

担当部 生涯学習部

４２５ 担当課 総合市民図書館
事業目的 変更（ある場合）

図書館・図書室に来館・来室することが困難な障がい者や高齢者の
図書館利用を可能にし、市民サービスの向上を図る。

＊H29年度より、「年次ごとの取組計画」の
宅配による貸出件数を変更。(H29)

事業内容
図書館・図書室に来館・来室することが困難な障がい者や高齢者に
対し、ボランティアにより図書館資料を宅配する。

H３０年度 H３１年度

7,450件 7,600件 7,000件 7,000件 7,000件
年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）

H２７年度 H２８年度 H２９年度

93.8

予算額(千円）
決算額（千円） 637 631

673 673 673

執行率（％） 94.7

平成２９年度の目標達成に向けた今後の対応や施策
の柱を踏まえた取組について

・今後も引き続き関係機関と連携し、事業の周知に努
め、宅配サービスを希望する利用者を受け入れると
ともに、宅配サービスを行うボランティアの確保と育
成に努めていく。
・宅配サービス事業のＰＲ方法について検討してい
く。

・市内全域の利用希望者に対応できるよう、ボラン
ティアの確保を図るとともにボランティアの育成をして
いく。
・今サービスを利用している利用者に対し、資料の紹
介を行うことによりより多くの資料にふれられるように
していく。

H２９年度事業計画

課題・問題点
・市内全域の利用希望者について受入及び対応可能とす
るためのボランティアの確保とマッチングが課題である。
・利用希望者及びボランティア希望者によりわかりやすく事
業を周知するためのＰＲ方法を検討する必要がある。

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）
に対するH28年度末

の成果

宅配による貸出件数　6,902件／年
H28年度の
総合評価

評価
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●方針・計画等の策定の検討

●南市民図書館再整備

今後の方向
・新しい時代に即した「これからの図書館」を考えるた
め、引き続き課内で、藤沢市図書館のあり方及び望
まれる図書館サービスの実現に向けて検討していく。
また、再整備の検討が必要な南市民図書館につい
て、具体的に検討を行っていく。

H２９年度事業計画

新しい時代に即した「これからの図書館」について考え、方針・計画
等を策定し、実行することにより、更なる図書館サービスの充実を図
る。

事業内容
・新しい時代に即した「これからの図書館」のあり方について研究・検
討し、今後の図書館の運営方針及び計画を策定する。
・南市民図書館再整備にあたり、必要な機能・設備等について検討
する。

→

実施 → →

検討 →

事業コード
事業名 新しい時代に即した「これからの図書館」推進事業

担当部 生涯学習部

４２８ 担当課 総合市民図書館

・「これからの図書館検討委員会」において、今後の
藤沢市図書館のあり方について検討し、報告書を作
成した。

事業目的 変更（ある場合）

H３１年度H２８年度 H２９年度 H３０年度

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）

H２７年度

→ →

・本市の「これからの図書館」に望まれる図書館サービスの
実現に向けて、具体的な方策を検討する必要がある。

89.6

・新たな時代に即した「これからの図書館」のあ
り方、及び、文化ゾーン再整備の基本構想策
定に向けた南市民図書館再整備の検討を進め
る。

H28年度の
総合評価

・新しい時代に即した「これからの図書館」を考えるため、学
識経験者、市民等11名で構成する「これからの図書館検討
委員会」を平成27年度に引き続き7回開催し、①4市民図書
館11市民図書室の役割と新たな機能、②南市民図書館の
再整備、③図書館サービス、④資料の収集・保存・整理、
⑤他団体との連携、⑥施設・設備・機能について検討し、委
員会として検討結果をまとめ、報告書を作成した。
・検討委員会において先進図書館の視察を行った。
・図書館・図書室利用者アンケート調査を実施した。

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）
に対するH28年度末

の成果

評価

H２８年度　進捗状況(今年度の効果・成果)

課題・問題点

・藤沢市図書館のあり方や、望まれる図書館サービ
スの実現に向けて、職員による検討会議を行う。
・本市図書館に対するニーズや満足度等を把握する
ために、図書館協議会による利用者アンケートを実
施する。

平成２９年度の目標達成に向けた今後の対応や施策
の柱を踏まえた取組について

「これからの図書館検討委員会」で示されたものを参
考に、今年度から職員による検討を開始し、持続可
能な発展を目指しつつ藤沢らしい特色ある図書館を
構築するため、今後の図書館サービスの向上に向け
て基本的な方策を検討していく。

予算額(千円） 853 930

評価の理由

執行率（％） 87.1
次年度

Ｂ 継続

764 810決算額（千円）
0
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●（仮称）藤澤浮世絵館の整備・運営

事業目的 変更（ある場合）
これまで市が収集してきた浮世絵類を中心とした資料を市民を始め
多くの人に見ていただく場を提供することにより、郷土の歴史・文化
についての関心を喚起し、郷土愛あふれる藤沢の実現に資する。

設置工事
利用者数
開館

事業内容
市民が集い文化の継承に繋がる生涯学習の場として、浮世絵類の
展示を中心とした(仮称）藤澤浮世絵館を整備する。
・東海道、藤沢宿、江の島など所蔵する浮世絵の特色を活かした展
示
・市民等が気軽に訪れ、学び、憩えるスペースの設置
・地図や写真などのビジュアル資料も駆使した地域の歴史の紹介

事業コード
事業名

（仮称）藤澤浮世絵館の整備・運営事業
（藤澤浮世絵館の運営事業）

担当部 生涯学習部

５２９ 担当課 郷土歴史課

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）

H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度

予算額(千円） 168,000 62,866 60,787
59,828

20,000人 20,500人 21,000人10,000人

課題・問題点
・様々なツールを使ってＰＲを拡大していく必要があること
・地域や学校、関連団体等との連携を深めていくこと

平成２９年度の目標達成に向けた今後の対応や施策
の柱を踏まえた取組について

・平成29年9月に開館1周年記念事業を開催する
・展示及びワークショップ、ミニ講座等の事業を開催

　地域に根ざした歴史の継承を図ることができるよう
事業展開を進める。
　藤沢の歴史を市民及び国内外に発信していくため、
平成２９年度については、国際交流フェスティバル等
における外国人市民向けＰＲ、また市内の大学の留
学生や在学生に周知を進める。
　藤澤浮世絵館を拠点として各機関と連携を図り、事
業展開する。小中学生等の若年市民層の利用者拡
大にあたって、まずは、夏休み期間中に、親子で参加
できるワークショップや中学生向けの展示解説の催し
等を行い、取組を進める。

＜運営体制＞
・非常勤職員4名、臨時職員2名を採用した。
・藤澤浮世絵館運営委員会を2回開催した。
＜開館記念式典・講演会＞
・7月16日に開館記念式典を実施し開館した。
・7月23日、10月9日に開館記念講演を開催した。
＜展示・ワークショップ等事業＞
・7月16日～12月4日「開館記念展～絵師たちに愛され藤沢　北
斎・歌麿・広重・国貞」3期に分けて開催した。
・12月9日～1月22日「おもしろ東海道と浮世絵双六勢ぞろい」展を
開催した。
・1月27日～3月5日「浮世絵でめぐる旅と物語」展を開催した。
・3月10日～4月16日「文明開化　変わりゆく浮世絵の景色たち」展
とし、「ＧＡＳ　ＭＵＳＥＵＭがす資料館」からの借用資料を交え開
催した。
・各展示期間中にワークショップ等事業を開催した。
＜連携事業＞
・地域、観光イベントに浮世絵すり体験のブースを出展した。
・藤澤浮世絵館・アートスペースにおいて、市内小学校が見学及
び体験学習を実施した。

・来館者数が見込みより多かったため

今後の方向
・外国人向けのＰＲ
・関連団体との連携や企画による集客及びＰＲ

H２９年度事業計画

決算額（千円） 160,651

H２８年度　進捗状況(今年度の効果・成果) 評価の理由

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）
に対するH28年度末

の成果

7/16に開館し、来館者数は約32,000人
H28年度の
総合評価

評価 次年度

Ａ 継続

執行率（％） 95.6 95.1
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●藤沢産使用品目及び使用量の拡大

H２８年度　進捗状況(今年度の効果・成果) 評価の理由
・藤沢産使用品目の充実
28年度　31品目

・藤沢産新米使用量の拡大
平成24年度以降、継続して年５回を使用している。

・地場産食材を使用した「かながわ産品学校給食デー」の
実施
年3回実施

・市内産食材を使用した「ふじさわランチ」の実施
平成26年度より、市内産農水産物を使用した給食を実施し
ている。平成28年度は年3回実施した。

・課題はあるものの、計画通りの事業を行うことがで
きた。

今後の方向
・使用品目数の継続に向けて、生産者、市場関係
者、学校給食関係者が十分に意見交換を行い、円滑
な地場産物使用に向けて検討する必要がある。

・生産者の世代交代等により、収穫できる野菜の種
類も変化しつつある。新しい献立の研究や、調理方
法の検討が必要である。

H２９年度事業計画

課題・問題点
・野菜類を指定日に一定量確保することが難しい。
・過去の納品実績から献立を立てるが、天候に左右され予
定通りにいかない場合が多い。

平成２９年度の目標達成に向けた今後の対応や施策
の柱を踏まえた取組について

・小中学校給食への地場産物の使用拡充、円滑な供給に
向け、関係機関・生産者と協議を進める。
・「地産地消推進モデル校」の活動において、生産者と学校
が交流する企画等を支援する。
・「ふじさわランチ」の機会を増やし、地域や地場産物に対
する児童生徒の理解を深める。
・公民館、学校栄養士・調理員、学校給食課が協働し、地
場野菜をテーマに料理教室を開催する。

・市内産物の継続な使用と献立企画
・地産地消推進モデル校と生産者の交流活動支援
・公民館連携事業における、地場野菜をテーマにした
子ども料理教室の企画

年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）
に対するH28年度末

の成果

藤沢市内産農水産物
使用品目数　31品目

H28年度の
総合評価

評価 次年度

Ｂ 継続

決算額（千円） 0 0
執行率（％） 0 0

予算額(千円） 0 0 0

→年次ごとの取組計画
（年次ごとの目標値）

H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 H３１年度

33品目 → → →

事業目的 変更（ある場合）
・学校給食に安全・安心な給食食材を提供する。
・児童・生徒と生産者との交流等を通し、生産者の苦労や努力を知
ることで、食料の生産に関わる人々への感謝の心を育てる。

事業内容
学校給食に安全・安心な地元野菜・水産物などの給食食材の使用
推進を図り地産地消を充実する。

事業コード
事業名 地産地消の充実事業

担当部 教育部

７２１ 担当課 学校給食課
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３ 評価委員会からいただいたご意見及び今後の方向性 

 

１５４ 教育指導事務事業（学習指導員による補習事業） 

【ご意見】 

○中学生に対して、学習指導員による補習授業を行う取り組みは、生徒達の確かな学力の

向上を目指す点において、効果のある事業と考える。 

○本事業の目的に沿った意識を持つ学習指導員と先生方が連携して取り組んでいる大切な

事業だと思う。 

○日頃の一斉授業では行き届かない個々の生徒のニーズに合わせた支援を行うことができ

る機会を設定されていることがよくわかった。 

○学習指導員が数名の学校と十数人の学校では、学習の範囲や質に違いが生じるように思

うので、学習指導員の確保はとても重要だと思う。学習指導員を選ぶ過程で校長面接を

実施しているとのことだが、学校経営の一つという側面から考えると、多様なニーズに

応えられるような指導員の確保を試みていただければと思う。 

○学習の定着に問題を抱える小学生も対象にすると目指す施策の効果が高まると思うの

で、可能であるか検討いただきたい。 

○各校で、授業を受けられる機会に差がないように十分な学習指導員の確保、安定した授

業回数をお願いしたい。学習の質をあげるには、教員と指導員の連携など学校全体で取

り組む必要があると思う。 

○成果を上げるためには、日頃の生徒と教師間のコミュニケーションと信頼関係が大切な

ので、必要とされる支援を的確に行うことができる道筋づくりも含め、学校に指導助言

をしていただきたい。 

【ご意見を踏まえた今後の方向性】教育指導課 

・中学校では本事業が定着してきており、引き続き生徒の基礎的・基本的な学力の定着と

多様なニーズに応えられるように、教員と学習指導員の連携が図られるよう取り組んで

まいります。 

・学校によって、補習授業の提供機会の差が生じることのないように学習指導員の確保と

指導力の向上等に努めてまいります。 

・小学生を対象としての事業の実施については、今後研究していきたいと考えます。 

 

２２５ 幼稚園・保育所・小学校・中学校・特別支援学校連携推進事業 

【ご意見】 

○この事業は、非常に多くの取り組みがされていて基本方針に対して、大変意義がある。 

児童生徒に主体性を持たせて交流をもつことは素晴らしい経験となると思う。 

○本事業は、目的である小１プロブレムや中１ギャップの解消、子どもの成長を広く見通

した教育の推進に寄与していると思う。 

○本事業は、基本方針に対してとても効果があると思う。子どもが安心して成長すること
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のできる学校のネットワークづくりは、幼・保・小・中・特支の広い連携が必要だと思

う。 

○中学校教諭が小学校で授業を行うなどの学びの視点での連携の事例を、より多くの学校

が取り入れて実践してみるとよいのではないかと感じた。 

○交流の深まりや広がりが確実に出てきていることがよくわかったが、中学校区によって

温度差を感じる。この事業で最も求められることは、子どもの成長を区切ることなくき

め細かく支援するための連携だと思う。担当者を窓口として、すべての教職員が同じ方

向を向いた連携を実践していただきたい。 

○地域の特性などもあると思うが、教育課程の連続性など、特徴のある学習が継続される

ことを期待している。子ども同士の交流が地域の活性化にもつながると思うので、子ど

もたちが実感できる見える取組の工夫を期待する。 

【ご意見を踏まえた今後の方向性】教育指導課 

・今後も「幼保小中特連携実践事例集」の充実と活用が図られるよう推進することで、学

校間のネットワークづくりに取り組んでまいります。 

・新学習指導要領の実施により、小学校でも外国語の授業が行われることを一つの機会と

捉え、更なる小学校と中学校の教職員間の交流や連携、研究を深められるよう努めてま

いります。 

 

３３３ 学校施設環境整備事業（空調設備整備） 

【ご意見】 

○小学校・中学校の特性に合わせた優先順位の設定や、地域の問題を踏まえた対象校の選 

定を行っていると分かり、問題のない事業の進め方をしていると考える。 

○本事業は施策の柱である「安全・安心で快適な学校設備の整備」に寄与していると思う。 

○予算規模が大きいため、国の交付金に頼らざるを得ないなど、事業そのものの難しさは

理解できるが、子どもたちの学習環境的にはとても看過できない状況と思う。せめて残

り小学校13校の計画が遅れることのないようお願いしたい。 

○年々気温が高くなってきているため、エアコンも扇風機もない教室は、学習環境として

快適とはいえない時もある。学習への影響も考慮し、他に何か対応できることはないも

のか。 

○藤沢市上空の航空騒音が激しく、しばしば授業の進行に支障を来すので、空調設備の整

備を優先して進めていただきたい。 

○窓を開けて授業をしているとのことだが、音や声が聞こえにくいなどの問題はどのよう

に解消しているのか。引き続き、快適な学校空間の整備への取り組みに期待する。 

○目標値に対して、実施校数が少ないことから自己評価をDとしているが、ついた予算で

実施できる校数は滞りなく設置できているのであれば、評価はもう少し高くてもよいと

思う。このような予算がつかないと実施困難な事業は、年次ごとの目標値を予算が決ま

った時点で設定してはどうかと思う。 
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【ご意見を踏まえた今後の方向性】 

〔学校施設課〕 

・空調設備の未整備校におきましては、引き続き安全・安心で快適な学校施設の整備に向

けて、特定財源の確保に努めながら、取組計画を着実に実施することを目指してまいり

ます。 

〔教育総務課〕 

・財源確保が必要な事業の自己評価につきましては、年次ごとの目標値の達成だけではな

く、実施事業がもたらす教育的効果も加味して評価していくことで、より適正な評価が

できるように検討してまいります。 

４２５ 障がい者・高齢者への宅配サービス事業 

【ご意見】 

○本事業は、施策の柱や基本方針と合致した良い事業を行っているとともに、事業内容も 

目標の実現のために適切であり、成果・効果も適切であると思う。 

○本事業は、施策の柱に対してとても効果があり、今後ますます重要になる事業だと思う。 

○利用者の人数や年齢層から、必要としている方はまだまだいると思う。若い世代や、子

どもたちに対して利用してもらえるような周知が必要だと感じた。学校と連携して確実

に情報を伝えるなどの方法もあると思う。 

○宅配ボランティアの高齢化もあることから、新たな世代のボランティアを確保していく

必要があると感じた。 

○職員とボランティアで協力して作成したリストを利用者へ配付するだけでなく、リスト

を活用して、新たな方に興味を持っていただくこともできるのではないか。さまざまな

年代の人に利用してもらうためには、確実に情報が届くように対象を絞ってＰＲするな

ど、さまざまなアプローチを実際にとることで分かることもあると思う。 

○高齢化が進む中、元気で現役を退かれた方々も増える。生涯学習として読書の楽しみを

広げる活動を担う人々を育て、その活動の一つとして図書の宅配サービスを充実してい

ただきたい。 

○ボランティアがただ本を届けるだけでなく、読書の楽しみのアドバイザーになり、でき

れば話し相手になり、制限ある生活をしている方々を見守る人として位置付けられるよ

うに関係機関と連携を深めていただきたい。 

【ご意見を踏まえた今後の方向性】総合市民図書館 

・福祉関係機関などと連携し、必要としている方々に適切に情報が届くよう努めます。 

・宅配サービス利用者に対し図書館資料の紹介を行うなど、引き続き本サービスの利用促

進を図ります。 

・宅配サービス利用希望者に対応できるよう、引き続き宅配ボランティアの確保及び育成

を図ります。 

 

15



 

 

４２８ 新しい時代に即した「これからの図書館」推進事業 

【ご意見】 

○これからの図書館検討委員会を立ち上げ、そこからの報告に基づいて職員による検討を 

行うという道筋は、大筋では間違いのない進め方をしていると考える。 

○本事業は、基本方針や施策の柱にある多様な学びのできる生涯学習施設や図書館活動の 

推進に寄与していると思う。 

○アクセスに時間を要する地域の方や来館が困難な市民に対するフォロー、日本語を母国 

語としない方などの多文化に対応する取組など、普段利用していない・できない市民に 

いかに活用してもらうかを考えていく必要があると感じた。利用しない人の意見も 

聴いていただきたいと思う。 

○利用者に対して、ニーズに合わせた資料をそろえる、読みたい本が揃っていることの周 

知、子どものためにと利用している方にあわせた企画をするなど、さらに活用してもら 

う取組も必要だと思う。図書館・図書室が担う機能を大切にしつ、静かにしなくてもよ 

いスペース、グループ学習などを応援できる場所づくりなど、様々に工夫していただき 

たい。 

○南市民図書館再整備においては、情報の電子化に対応したシステム作りと発信の中核を 

担ってほしい。 

○アンケート結果に基づき、様々な世代に対応した利用促進が、どのような形として実現 

されるのかという議論が必要だと思う。その際に、世代による図書館利用の目的の違い 

を尊重することと、多様な世代と市民が利用できる図書館が共に実現されることを期待 

する。 

○検討委員会では、方向性を決めるべきいくつかのポイントがあり、一定の結論があった 

ものと推測されるが、アンケートの知見の生かし方も含めて、今後良い方向に生かして 

いただきたい。 

【ご意見を踏まえた今後の方向性】総合市民図書館 

・報告書「藤沢市図書館が市民のためにめざすもの ～５年後・１０年後・１００年後も

受け継がれる図書館に向けて～」で示された基本的な考え方と方向性を参考に、職員に

よる検討会議において、一人ひとりのライフサイクルに合わせたサービス、多文化サー

ビス、障がいのある人へのサービスなどについて具体的な方策を検討し、多様なニーズ

に即したサービスの実現に向けて取り組んでまいります。また、すべての人が利用しや

すい図書館をめざし、居場所づくりなど、どのようなサービスを提供できるのか今回の

ご意見も含めて検討してまいります。 

５２９（仮称）藤澤浮世絵館の整備・運営事業（藤澤浮世絵館の運営事業） 

【ご意見】 

○本事業は、施策の柱や基本方針に照らし合わせて大変有意義な事業であとともに、市民

が集い文化の継承につながる生涯学習の場として施策の柱に寄与していると思う。 
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○展示物を頻繁に入れ替え、陳腐化させない工夫がされている。今後も、展示物の入れ替

えなどを行いつつ、活発に運営をしていただけたらと思う。 

○多くの市民が親しめるように無料開放をしていること、市で多くの資料を保有し管理し

ていることは、藤沢市が郷土文化資産を保全・活用していくことの大切さをよくわかっ

ているからだと感じた。 

○中学生・高校生にぜひ見せてあげたい内容だと思う。 

○ワークショップや展示などは、もう少し周知に力を入れることによって、より多くの市

民が来館するきっかけとなると思う。また、親子利用、学校利用については、各学校で

チラシを配付したり、保護者や地域団体などに案内を送ったりするなど、さまざまなツ

ールを使うことで利用拡大につながると思う。外国の方へ利用を促したいとのことだ

が、アンケートを実施してみるといいのではないかと思った。 

○市で保有している郷土文化資産、例えば収蔵庫で保管している江の島の貝細工を、貝細

工が描かれている浮世絵と一緒に展示するなど、より興味を引く、理解を深めるような

活用をしたらよいのではないかと感じた。 

○階下にあるアートスペースも含め藤沢市の文化芸術を発信し身近なものとするスペー

スとしての存在感を最大限出してほしい。案内、看板、メディアなど、まだまだかなり

積極的になれる余地があると思う。 

【ご意見を踏まえた今後の方向性】郷土歴史課 

・今後とも、市民の郷土への愛着を育むとともに、市民の文化の向上に寄与するため、創

意工夫をしながら企画運営を行います。 

・市民を始め、より多く幅広い年齢層の方に来館いただけるよう積極的にＰＲ活動を進め、

様々な媒体を通じて幅広く情報提供を行ってまいります。 

・藤沢の文化の発信拠点として、アートスペースやふじさわ宿交流館を始めとして、様々

な関係機関と連携を図りながら事業展開し、文化の向上に努めてまいります。 

７２１ 地産地消の充実事業 

【ご意見】 

○本事業は、学校と地域の連携において、良い観点からの取り組みであると考える。この

ような取組を通して、子どもたちの地域への愛着を育てることができると良いと思う。 

○多くの品目を取り入れることで、安心でより身近な地場産の食材を食べることができる

ことや、地元の生産者との交流を深めることによって食の知識・健康について考えるこ

と、生産者に対する感謝、生産に関してのキャリア教育など、子どもたちの教育に幅広

い効果が期待できると思う。 

○指定された日に指定された量の食材を確保するのが難しいとのことだが、必要な食料が

必要なときに手に入らないということは、現代人にはなかなか想像のつかないことと考

えると、それをありのままに伝えることも子どもたちにとって一つの勉強になると思

う。 
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○地産地消推進モデル校である御所見小学校の活動を支援するとともに、モデル校を参考

として、各校に交流を広げていただきたいと思う。 

○「ふじさわランチ」では、生産者の方と一緒に野菜の作付けから行なっていることを知

り、また、藤沢市産の農水産物の確保などが難しいことも分かった。地産地消を実現す

るための取り組みやプロセスの難しさなどを子どもたちに話してみることも、食育の一

貫として行なってもいいのではないかと思った。 

○食材の確保が難しい場合は、特別に「ふじさわランチ」とせず、その都度、今日の食材

の○○は藤沢産ですとアナウンスし続けることにより、地場産食物に対する知識や関心

を定着させることができると思う。 

○地場産物・生産者との交流に結び付けることが、地域によっては難しいと思うので、地

域の特性にそった工夫をすることで児童生徒の理解を深めてほしい。 

【ご意見を踏まえた今後の方向性】学校給食課 

・学校と地域の連携、地域への愛着を育むため、引き続き安全安心で身近な地場産物を学

校給食に使用拡大するよう努めます。 

・「地産地消推進モデル校」の活動を支援し、生産者と児童の交流の機会を増やしてまい

ります。また、各学校において、その地域の特性に応じた活動を広げられるよう努めて

まいります。 

・「ふじさわランチ」はもとより、日常の給食においても、給食だよりなどを活用して、

その都度使用した地場産物の紹介を行い、地産地消に対する児童生徒の理解・関心を深

めてまいります。 
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第２部 

 

藤沢市教育振興基本計画進行管理 
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評価の基準 

Ａ：目標を上回った 

Ｂ：(概ね)達成した 

Ｃ：やや達成できなかった 

Ｄ：目標を下回った 

Ｅ：Ｈ２８年度に統合・終了・廃止 

Ｆ：Ｈ２８年度以前に統合・終了・廃止等 
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○：教育部・生涯学習部所管事業

教育指導課 ○ １１１　教育課程推進事業 Ｂ
教育指導課 ○ １１２　国際教育推進事業 Ｂ
教育総務課 ○ １１３　学校ＩＣＴ機器整備事業（情報教育） Ｂ

教育指導課 ○ １２１　各教科研究研修関係事業 Ｂ
教育指導課 ○ １２２　教育文化センター研究研修事業 Ｂ

教育指導課 ○ １３１　教育指導事務事業（計画訪問・要請訪問） Ｂ

・研究推進校へ指導主事が訪問し、授業研究を行い、研究の推進を図った。(121)
・研究部会（全113回）、研修講座（一般研修　8講座、専門研修　64講座、土曜研修講座　14回）(122)

・研修時間の確保が課題である。引き続き研修の方法等、工夫改善を図る必要がある。(121）
・今日的な教育課題や現場のニーズの把握に努め、さらなる研究・研修の充実を図るとともに、研究
成果のより一層の活用も検討してしていく。(122)

基本方針①  共に学び、多くの人とかかわり合いながら自立する子どもを育成します。

・学校が抱える諸問題や、対応ケースの複雑化。（131）

確かな学力の向上(３事業）

・学校の特色や課題を捉えた先進的な研究実践を小学校8校、中学校6校、特別支援学校1校、で実
施した他に、H28年度からは複数校での共同研究を可能とし、2校共同と3校共同のそれぞれ一組ず
つで実施した。(111)
・人的配置を適切に行い、担任への授業の補助や、児童生徒への学校生活における支援ができた。
(112)
・研修の内容を工夫し、実物投影機の活用実習など、研修者がより授業での活用イメージを持ちや
すくなる構成とした。(113)

施策の柱①

主な取組と成果

主な取組と成果

課題等

施策の柱③

施策の柱②

主な取組と成果

課題等

熱意と指導力のある教員の養成（２事業）

指導主事による学校訪問や授業研究を通じて、学校現場の支援を図るとともに、外国語指導講師に
よる英語の授業や外国につながりのある子どもたちの日本語学習を実施し、児童生徒の学力の向
上に務めた。

教職員の経験年数に合わせた研修を実施するとともに、教育文化センターにおいて、研究部会や研
修講座の充実を図り、教職員の資質と教育の質の向上に努めた。

指導主事による計画訪問や学校訪問、学校問題解決支援員による学校支援等を実施することで、
学校現場が抱える課題の解決を図った。

開かれた学校づくりと信頼される学校経営の推進（１事業）

・学校からの要請に基づく訪問の実施（小・中・特別支援学校　適宜）(131)

・道徳や小学校外国語についての教科化に向けた、学校における授業研究の推進が必要である。
(111)
・小学校教員が中学校での授業を見学したり、研修に参加するだけでなく、実際に授業を行いながら
研鑽する必要がある。(112)
・3月末に新学習指導要領が告示されたので、その内容を精査し、今後の計画立案に反映していく必
要がある。(113)

評価

課題等

0 5 10 15 20 25 30

Ａ・・・目標を上回った

Ｂ・・・（概ね）達成した

Ｃ・・・やや達成できなかった

Ｄ・・・目標を下回った

Ｅ・・・Ｈ２８年度に統合・終了・廃止

Ｆ・・・Ｈ２８年度以前に統合・終了・廃止等

基本方針①（全２６事業）
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○：教育部・生涯学習部所管事業

教育指導課 ○ １４１　人権・環境・平和教育関係事業 Ｂ
教育指導課 ○ １４２　児童生徒指導関係事業 Ｂ
教育総務課 ○ １４３　八ヶ岳野外体験教室の充実事業 Ｂ
学校給食課 ○ １４４　学校給食をとおしての食育推進事業 Ｂ
環境事業センター １４５　環境教育推進事業 Ｂ
教育指導課 ○ １４６　いじめ暴力防止対策事業 Ｂ
人権男女共同平和課 １４７　人権施策推進事業 Ｂ

・人権・環境・平和教育に関わる研修により、担当者に意識の啓発をおこなった。学校や社会全体が
抱える課題に沿ったテーマを設定し、各教育について学校で推進できるような内容にすることが必要
である。（141）
・これまでの取り組みをうまく継承、発展させながら事業の充実につなげる必要がある。（142）
・周知活動の充実（143）
・除去食および一部代替食の取り扱いについては、統一して実施を始めたが、学校の状況（対応数、
食数、人員、設備等）により、対応に違いが出てきてしまっている。（144）
・ごみの減量・資源化は、資源品目の拡大など毎年変化があるため、事業内容の精査が必要。
（145）
・いじめ防止プログラムの実施には全5時間かかるため、教育課程を編成する上で実施時間の確保
が難しい。（146）
・子どもをいじめから守る取組における教育委員会との連携の強化（147）

豊かな心と健康な身体を育む教育の推進（７事業）

・人権・環境・平和教育担当者会を2回実施し、その中で、環境教育については、出前授業、モビリ
ティ・マネジメント教育の紹介等を行った。（141）
・中学校や配置校同士の情報交換を行うことで、それぞれの先進的な取り組みについて共有を図る
事ができた。（142）
・指定管理者に協力を依頼し、休館日の月曜日を多く開けることで、2校での同時利用を減らすことが
できた。（143）
・学校給食におけるアレルギー対応は、H27年度から全学年において「食物除去の指示書」の使用を
もって実施することとした。（144）
・ごみの減量・資源化の啓発活動を幼少期から実施することで、ごみの分別等の意識の向上が図ら
れた。(小学校36校　3,891人,　保育園・幼稚園22園　1,546人)（145）
・平成29年1月21日に「stopいじめ！中学生の集いinふじさわ」を開催した。生徒が司会を担当するな
ど内容がさらに充実した。（146）
・藤沢市子どもをいじめから守る啓発事業を実施した。（子どもをいじめから守る啓発講演会　6月25
日）（147）

児童支援担当教諭を配置し児童支援・指導体制の構築と充実を図った。また、人権・環境・平和教育
や野外活動を通じて、豊かな心と健康な体を育む教育を推進した。また、子どものいじめ防止につい
て、社会全体への意識啓発に努めた。

主な取組と成果

課題等

施策の柱④
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○：教育部・生涯学習部所管事業

教育指導課 ○ １５１　特別支援教育推進事業 Ｂ
教育指導課 ○ １５２　学校教育相談センター事業 Ｂ
教育指導課 ○ １５３　児童生徒指導関係事業 Ｂ
教育指導課 ○ １５４　教育指導事務事業（学習指導員による補修授業） Ｂ
子ども家庭課 １５５　こども発達支援事業 Ａ

教育指導課 ○ １６１　教育課程推進事業（キャリア教育） Ｂ
産業労働課 １６２　技能職体験事業（学校訪問・職場体験実施） Ｂ
産業労働課 １６３　障がい者就労支援事業（特別支援学校就労体験） Ｂ
産業労働課 １６４　若年者就労支援事業（若者しごと応援塾：ユースワークふじさわ） Ｂ
生活援護課 １６５　自立支援推進事業 Ｂ
生活援護課 １６６　自立支援推進事業（就労支援） Ｂ
地域包括ケアシステム推進室 １６７　生活困窮者自立支援事業（就労準備支援） Ｂ
青少年課 １６８　子ども・若者育成支援事業 Ｂ

課題等

・中学校長会要望により、予算措置を受けて、中学校に配当する教育的活動の支援の時間数を増加
した。（151）
・スクールソーシャルワーカーの2名体制により相談活動の充実を図った。（152）
・１回の参加人数が少なくなり、本来の目的である保護者が「おしゃべり」をしやすい雰囲気が生まれ
た。（153）
・各学校が、子どもたちのニーズに合わせ、放課後や長期休業を利用して学習支援をすることができ
た。個別や少人数での指導をすることで、生徒の学習意欲へとつなげることができた。（154）
・児童発達支援事業所の会議や保育園の園長会等で、子どもサポートファイルについて説明をおこ
ない、支援者や協力者に周知した。（155）

・広く支援を必要としている児童生徒や手厚い介助が必要な児童が増加していることから、学校が申
請する介助員派遣時間数は予算を上回る状況である。（151）
・児童生徒が家庭や地域等の本人を取り巻く環境に課題を抱え、学校だけでは対応が困難なケース
が増加しており、福祉的支援を含めた環境への支援を行うスクールソーシャルワーカーの増員が急
務である。(152)
・学校との連携の必要性感じる場合が多いが、保護者がそれを望まないこともあり、課題である。
（153）
・年間を通して計画的な支援ができるように、学習指導員を確保する。（154）
・子どもサポートファイルの利用方法を確認することで、サポートファイルの必要性を理解してもらう。
（155）

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、介助員、学習指導員等の学校への派遣や情
報交換等の場の提供により、支援を必要とする児童・生徒の個別のニーズに対する教育の推進に努
めた。

施策の柱⑥

子どもと社会をつなぐ教育の推進（８事業）
職業講座や職業体験などを実施し、児童・生徒の職業に対する意識を高めることができた。また、困
難を抱える若年者に対して自立支援や就労支援を実施することを通して、対象者の社会的自立が促
進されるように努めた。

主な取組と成果

・希望する学校には産業労働課が「職人」を派遣し、職業に関する講座を開講し、職人の技を児童生
徒が間近で見ることができた。（161）
・総合的な学習の時間におけるキャリア教育や社会の授業の一環として藤沢市内の小・中学校で技
能職体験事業を実施した。（162）
・平成28年度特別支援学校現場実習受入生徒数　6月藤沢養護学校14人、10月藤沢養護学校11人
（6月の受入生徒と重複有）、12月ひなたやま支援学校8人・白浜養護学校4人（163）
・地域出張相談会を開催（明治・辻堂・湘南大庭・長後・湘南台・六会・善行で各１回）。（164）
・日常生活支援（子どもとその親が日常的な生活習慣を身につけるための支援17人）、養育支援（ひ
きこもりや不登校・育児不安に関する支援53人）（165）
・平成26年12月に生活援護課に隣接する場所に設置したハローワークの常設窓口である「ジョブス
ポットふじさわ」や就労支援相談員、就労準備支援事業を活用・連携し、ケースワーカーが社会環
境、経験やスキル等を総合的に考慮するなど、個別の寄り添い型の就労支援・就労準備支援を実施
した。（166）
・社会福祉法人いきいき福祉会・一般社団法人ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝﾈｯﾄかながわ共同事業体に業務を委託
し、就労に必要な基礎能力の形成と就労意欲の喚起を図った。(※相談対応件数　延べ1,260回（来
所：123回、電話：826回、同行：129回、訪問：182回）　（167）
・困難を有する若者やその家族に対して、適切な支援を受けられるよう、福祉や保健等といった機関
への引き継ぎを行うなど、社会的自立に向けた支援としての第一歩につなげることができた。（168）

一人ひとりのニーズに対する教育の推進（５事業）

施策の柱⑤

主な取組と成果
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○：教育部・生涯学習部所管事業

課題等

・体験先が食品・介護・保育関係のとき、衛生面における事前の検査はどこまでするべきか。その費
用。（161）
・職場体験の受入可能団体を把握し、周知を行っていく。（162）
・産業労働課の新庁舎移転後のスペース確保が課題である。（163）
・地域の関係機関等とのネットワーク構築（164）
・支援件数の増加に伴い、連携する関係機関が増加するなかで、連携した支援に不慣れな関係機関
があるため、関係機関の理解を深めていく必要がある。（165）
・希望職種と求人との乖離（166）
・就職・職場定着の支援方法についての検討（167）
・自立に向けた体験等の場の確保（168）
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○：教育部・生涯学習部所管事業

子育て企画課 ２１１　地域子育て支援センター事業 Ｂ
子育て企画課 ２１２　つどいの広場事業 Ｂ
青少年課 ２１３　放課後児童健全育成事業 Ｂ
子ども健康課 ２１４　母子保健事業 Ｃ
教育総務課 ○ ２１５　学校・家庭・地域連携推進事業 Ｂ

基本方針②　家庭教育・幼児教育・地域教育力の支援・充実を図ります

家庭における教育力の向上（５事業）

・子育てひろばの開催・相談・情報提供・講習等により、安心して子育てができる支援体制の充実が
図れた。（211）
・乳幼児家庭の親子が、地域で多くの人々に支えられる子育てを実感できることで、安心感を得るこ
とができている。（212）
・放課後児童クラブ整備計画に基づき、2カ所に放課後児童クラブを整備するとともに、定員確保対
策として2カ所の整備を行った。（213）
・平成29年度の整備に向け、検討・調整を行った。（公募2ヵ所…亀井野小学校区、六会小学校区）
（213）
・思春期にある子どもたちが、自分自身を大切にし、健全な成長と母性の健康保持増進を図れるよ
う保健師による思春期保健教育を実施した。（思春期保健教育出張講座中学校4校）（214）
・地域協力者会議で「ＳＮＳ講習会」や「地域防災・減災を考える」「子ども健全育成のつどい」等、家
庭教育力の向上につながる講演会を実施した。また、藤沢市ＰＴＡ連絡協議会が講演会を実施し、
子育てや日常の人間関係に生かせるコミュニケーションの取り方について、理論とともにゲームやク
イズを交えて楽しく学ぶことができた。（215）

地域子育て支援センターやつどいの広場の運営により、子育てに関する情報提供、相談を行い家
庭における教育力の向上に努めた。また、放課後児童クラブの整備を行うことで児童の健全育成を
図った。

施策の柱①

評価

主な取組と成果

・子育ての孤立化を防ぎ、お互いを支え合い、情報交換ができる場として、今後は母親だけでなく父
親の育児への不安感が軽減されるよう、家族全体を支援する体制を構築する。（211）
・つどいの広場、子育て支援センターとの連携により、栄養士・保健師・保育士などによる巡回相談
の中から、家庭、子どもの育ちの連携支援のあり方を共有する。（212）
・放課後児童クラブ整備計画の計画期間5年間において、みらい創造財団や公募事業者と十分協議
しながら、待機児童の多い小学校区から優先的に施設整備を行っていく。（213）
・思春期保健教育については、学校からの依頼が減少しており、ニーズの把握や実施方法を検討す
るため、依頼元である学校との連携や調整の必要がある。（214）
・藤沢市ＰＴＡ連絡協議会への委託事業内容の見直しが必要である。（215）

課題等

0 2 4 6 8 10 12 14 16

Ａ・・・目標を上回った

Ｂ・・・（概ね）達成した

Ｃ・・・やや達成できなかった

Ｄ・・・目標を下回った

Ｅ・・・Ｈ２８年度に統合・終了・廃止

Ｆ・・・Ｈ２８年度以前に統合・終了・廃止等

基本方針②（全１７事業）
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○：教育部・生涯学習部所管事業

保育課 ２２１　幼稚園協会等補助金事業 Ｂ
保育課 ２２２　幼稚園等就園奨励費補助金事業 Ａ
保育課 ２２３　幼児教育振興助成事業 Ａ
保育課 ２２４　幼稚園等預かり保育推進事業 Ｂ
教育指導課・保育課 ○ ２２５　幼稚園・保育所・小学校・中学校・特別支援学校連携推進事業 Ｂ

子育て企画課 ２３１　子育てふれあいコーナー事業　 Ｂ
子育て企画課 ２３２　地域子育て支援センター事業 Ｂ
子育て企画課 ２３３　つどいの広場事業 Ｂ
教育総務課 ○ ２３４　学校・家庭・地域連携推進事業 Ｂ

学務保健課 ○ ２４１　要保護準要保護児童・生徒援助事業 Ｂ
地域包括ケアシステム推進室 ２４２　生活困窮者自立支援事業（学習支援） Ｂ

生活援護課 ２４３　自立支援推進事業 Ｂ

幼児教育の推進（５事業）

・年間3回の補助金交付により、幼稚園協会，幼児教育協議会の安定した運営を支援することがで
きた。（221）
・保護者の所得状況に応じ、園児の保育料を減免する幼稚園の設置者に対して、減免額を助成し
た。（222）
・9月に補助金交付決定を行い、10月，2月の年2回に分けて、補助金を交付した。（223）
・私学助成対象幼稚園が実施する預かり保育について、実績に応じて補助金を交付した。また、施
設型給付幼稚園が実施する一時預かり保育に対しては業務委託を行った。（224）
・幼稚園、保育所、小学校、中学校、特別支援学校連携担当者会を開催した。小中学校担当者54名
と白浜養護学校担当者1名、幼稚園・保育所の担当者53名が出席し、連携にかかる実践の紹介や
情報交換を行った。（225）

・補助金交付を目的とする事業であり、基本的には毎年度執行率は100％となることから事業として
の評価が困難である。（221）
・国庫補助対象事業であり、国が「幼児教育の無償化に向けた取り組みを段階的に推進する。」とし
ていることから、国の動向に注視する必要が有る。（222）
・幼稚園における預かり保育の長時間化については、施設側の理解と協力が不可欠であるが、制度
内容がまだ十分に浸透しておらず、また年度当初は利用者数を見込みで算出せざるを得ないため、
年度末に補助金の変更交付や変更契約が必ず必要となる。（224）
・私立保育所や私立幼稚園へ担当者会の開催連絡をする際の連絡手段に課題があり、私立幼稚園
の参加が少ないこと。（225）

地域における教育力の向上（４事業）

本市在住児童が在園する市内外の幼稚園等に補助金を交付し、教職員の資質の向上や、保護者
の負担軽減を図るとともに、小中学校と幼稚園・保育所との連携を図ることで幼児教育の推進に努
めた。

地域子どもの家や児童館において、子育て中の親子の交流、情報提供、育児相談を開催し、子育て
支援を推進するとともに、学校支援や地域住民と子どもたちが世代を越えてふれあう事業を実施す
ることで地域における教育力の向上に努めた。

経済的負担の軽減を必要とする世帯に対して、学用品費等の援助や子ども学習支援を実施するこ
とで、教育機会の均等保障を図った。

教育機会の均等保障（３事業）

・「あいあい」は地域子どもの家17か所、児童館5か所、計22か所で月1回（3・4・8月は休み）実施し
た。また、「きらきらぼし」は藤沢・八松・湘南台子どもの家にて、週1回（8月は休み）実施した。（231）
・子育てひろばの開催・相談・情報提供・講習等により、安心して子育てができる支援体制の充実を
図れた。（232）
・乳幼児家庭の親子が、地域で多くの人々に支えられる子育てを実感できることで、安心感を得るこ
とができている。（233）
・地域協力者会議で「家庭科ミシン補助」「地引き網支援」「ふれあいサタデー」「ふれあい音楽会」
等、学校支援や、地域住民と子どもたちが世代を超えてふれあう事業を実施した。（234）

・子育てボランティア数は増加しているが、実際に活動開始となると、体調関係で欠席等もあり、活
動可能なボランティアが限定され、直前のシフト調整が必要とされる場合が多い。（231）
・子育ての孤立化を防ぎ、お互いを支え合い、情報交換ができる場として、今後は母親だけでなく父
親の育児への不安感が軽減されるよう、家族全体を支援する体制を構築する。（232）
・つどいの広場、子育て支援センターとの連携により、栄養士・保健師・保育士などによる巡回相談
の中から、家庭、子どもの育ちの連携支援のあり方を共有する。（233）
・会長会がさらに充実した情報交換・意見交換の場となるように工夫する。（234）

施策の柱②

主な取組と成果

課題等

施策の柱③

施策の柱④

主な取組と成果

課題等
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○：教育部・生涯学習部所管事業

・経済的理由により就学困難と認められる児童生徒の保護者に対し、学用品費、修学旅行費、社会
見学費、医療費、学校給食費、めがね購入費、卒業アルバム購入費等を援助し、保護者の経済的
負担の軽減が図られた。（241）
・ＮＰＯ法人青少年ｻﾎﾟｰﾄ協会、ＮＰＯ法人湘南ﾗｲﾌｻﾎﾟｰﾄ・きずなに業務を委託し、六会地区、湘南
大庭地区、鵠沼地区で事業を実施した。（242）
・学校・学校教育相談センターＳＳＷ・ＳＣ・学習支援事業所等との連携による不登校児童生徒の縮
減。また、学習支援事業所通所支援した生徒については昨年度に引き続き高校進学率100％を達
成。継続支援中の高校生に対し高校と連携し中途退学防止を図っている。（243）

・三位一体改革により、平成１７年度に税源移譲・地方財政措置が行われたため、国の補助金の予
算単価に基づき実施している準要保護者への援助は、重い財政負担となっている。(241)
・開所日数、開所時間についての検討。(242)
・支援件数増加に伴う、支援員の業務量及び勤務時間の増加。(243)

主な取組と成果

課題等
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○：教育部・生涯学習部所管事業

教育指導課 ○ ３１１　特別支援教育整備事業 Ｂ

学務保健課 ○ ３１２　新入生サポート事業 Ｂ

教育指導課 ○ ３１３　学校図書館管理運営事業 Ｂ

教育総務課 ○ ３１４　学校ＩＣＴ機器整備事業（教育用・校務用PC） Ｂ

学校施設課 ○ ３２１　学校施設維持保全事業 Ｄ

学務保健課 ○ ３２２　学校適正配置研究事業 Ｂ

学校施設課 ○ ３２３　学校施設改築・大規模改修事業（老朽化解消） Ｂ

基本方針③　学校教育を充実させる人的、物的条件整備を図ります

学びを支え質の高い教育環境の整備（４事業）

・秋葉台小学校に特別支援学級を設置するための予算化が図れた。これにより、秋葉台小学区から
複数の他の学区の特別支援学級に通学していた児童は、平成３０年度から地域の学校に通うこと
ができるようになり、駒寄小学校特別支援学級の過大規模化の緩和にもつながる。（311）
・研修を実施したことにより、担任とサポート講師の連携が深まるなど事業が円滑に行われた。
（312）
・平成27年、28年の2年計画で、藤沢市立学校図書館運営ガイドブックを作成した。（313）
・パイロット校2校の5・6年生普通教室に、壁付け型電子黒板機能内蔵プロジェクターを合計10台設
置した。（314）

学校図書館の整備や通級指導教室の効果的な指導形態の検討、特別支援学級設置の予算化、小
学校校務用ＰＣの増設、小学1年生対象の市費講師の配置を進めるなど、教育環境の整備に努め
た。

評価

施策の柱①

主な取組と成果

・特別支援学級のニーズはあるが、児童数の減少が当分の間、見込めないことから特別支援学級
を設置できる教室が無い未設置校について、対応方針や対応策について、引き続き検討する。
（311）
・サポート講師の活用にあたり、新任管理職や若手教職員が増加する中、本事業の目的を再確認
し、有効活用することが重要となっている。（312）
・学校図書館専門員と司書教諭を中心とする学校の図書部との連携が、まだ十分に図れていない
学校がある。（313）
・小学校の校務用PCの整備率は、他市町と比較しても極めて低い状況であり、計画的かつ早急に
整備を進める必要がある。（314）

将来にわたって学べる環境整備（３事業）

・中学校1校の外壁等改修、中学校2校のプール給水ポンプ改修及び小学校2校、中学校1校の放送
設備の賃借に係る事業を実施した。（321）
・学校適正配置について、調査、研究を進めるため「藤沢市学校適正配置検討部会」を年2回開催し
た（5/28、8/25）。（322）
・小学校4校、中学校１校の校舎等について耐力度調査を実施した。（323）

学校配置の適正化を検討するとともに、校舎外壁等の改修や機械設備の更新工事・学校施設体力
度調査を実施し、将来的な教育環境整備に努めた。

・経年による施設及び設備の老朽化が顕著であり、早急な対応が求められているが、その一方で学
校や保護者からの要望が強いトイレ改修、空調設備の設置工事等の整備事業をバランスよく実施し
ていくことが必要であり、本事業費予算を満額確保していくには難しい状況がある。（321）
・通学区域の変更による過大規模の解消は困難な状況であり、学校に必要な施設面の確保や教職
員配置の充実などの教育環境の整備が重要である。（322）
・公共施設再整備プランにおいては、2校が実施事業に位置づけられ、平成29年度から事業の着手
が可能となったが、検討事業に位置づけられている4校について、今後の再整備プランの検討の中
で早期に実施事業として位置づけられることが必要である。（323）

課題等

施策の柱②

主な取組と成果

課題等

0 2 4 6 8 10

Ａ・・・目標を上回った

Ｂ・・・（概ね）達成した

Ｃ・・・やや達成できなかった

Ｄ・・・目標を下回った

Ｅ・・・Ｈ２８年度に統合・終了・廃止

Ｆ・・・Ｈ２８年度以前に統合・終了・廃止等

基本方針③（全１６事業）
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○：教育部・生涯学習部所管事業

教育指導課 ○ ３３１　学校安全対策事業 Ａ
学校施設課 ○ ３３２　学校施設環境整備事業（トイレ改修整備） Ｄ
学校施設課 ○ ３３３　学校施設環境整備事業（空調設備整備） Ｄ
学校施設課 ○ ３３４　学校施設環境整備事業（グラウンド等整備） Ｄ
学校施設課 ○ ３３５　学校施設緑化推進事業（芝生化・壁面緑化） Ｃ
学校給食課 ○ ３３６　学校給食食器改善事業 Ｂ
学校施設課 ○ ３３７　学校施設維持保全事業 Ｄ
学校施設課 ○ ３３８　防災対策事業（津波対策） Ｂ
学校給食課 ○ ３３９　中学校給食施設整備事業 Ｂ

安全・安心で快適な学校施設の整備（９事業）
スクールガードリーダーの配置や、全校での非常用通報システムの運用、学校施設の改修工事、給
食で使用する食器の改善を行うなど、学校の安全・安心の向上に努めた。

・スクールガード・リーダーの人材確保。(331)
・国の交付金の状況も厳しいなかで、財源の確保が非常に困難になっている。国の補正予算編成状
況等にも注視し財源の確保に努め、今回変更(延伸)した事業を計画どおり進めていくことを目指す。
(332)(333)
・特定財源の確保及び他の工事とのバランスを図りながら優先順位を検討していく必要がある。
(334)
・芝生の状態が悪化している学校がある。日常の管理において、教職員に負担がかかる、地域の協
力が得られない等十分な管理体制が確保できない状況がある。(335)
・経年による施設及び設備の老朽化が顕著であり、早急な対応が求められているが、その一方で学
校や保護者からの要望が強いトイレ改修、空調設備の設置工事等の整備事業をバランスよく実施し
ていくことが必要であり、本事業費予算を満額確保していくには難しい状況がある。（321）(337)
・安定的に事業を継続するため，調理委託業務の契約方法を検討する必要がある。(339)

・市内7地域23小学校区にスクールガード・リーダーを配置し、児童生徒の登下校時や放課後の安
全に寄与することができた。(331)
・中学校１校の改修工事を完了した。(332)
・小学校2校の空調設備設置工事を実施した。(333)
・整備工事の実施校はなかった。(334)
・小学校12校、中学校11校において芝生化を実施した。壁面緑化は全55校実施済である。(335)
・片瀬小学校においてアルマイト食器をＰＥＮ樹脂食器に改善した。(336)
・中学校1校の外壁等改修、中学校2校のプール給水ポンプ改修及び小学校2校、中学校1校の放送
設備の賃借に係る事業を実施した(337)
・H27-H28年度の2ヶ年継続事業の2年目として増築工事を実施し、予定通り竣工した。(338)
・御所見中学校、高倉中学校、大庭中学校及び大清水中学校で中学校給食を実施した。(339)

課題等

施策の柱③

主な取組と成果
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○：教育部・生涯学習部所管事業

生涯学習総務課 ○ ４１１　生涯学習推進事業 Ｂ
環境総務課 ４１２　地球温暖化対策普及啓発事業 Ｂ

基本方針④　多様な学びのできる生涯学習社会を目指します

生涯学習の推進（2事業）

・生涯学習大学事業の「地域デビューコース」および「ゼミナールコース」では、市民活動のコーディ
ネートを担っている団体に事業委託することにより、学びの成果を新たな活動（市民団体の発足）へ
つなげた。(411)
・ふじさわ環境フェアの開催（入場者数：4,061人、出展団体：42団体）、環境ポータルサイトの運営
（ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ数：25,628ｱｸｾｽ、環境ｸﾘｯｸ募金ｸﾘｯｸ数：383,287ｸﾘｯｸ）、エコライフハンドブック概
要版の配布（配布先：156,000部）(412)

多様な学習機会や学習情報の提供、ふじさわ環境フェアの開催や環境ポータルサイトの運営によ
り、生涯学習の推進に努めた。

評価

施策の柱①

主な取組と成果

・藤沢市を取り巻く環境（オリンピック・パラリンピック、藤沢型地域包括ケアシステム等）を踏まえた
事業展開が必要である。(411)
・啓発事業は、環境意識を高めることができるものの、温室効果ガス削減量にどの程度貢献してい
るのか数値化することが難しい。(412)

課題等

0 2 4 6 8 10 12

Ａ・・・目標を上回った

Ｂ・・・（概ね）達成した

Ｃ・・・やや達成できなかった

Ｄ・・・目標を下回った

Ｅ・・・Ｈ２８年度に統合・終了・廃止

Ｆ・・・Ｈ２８年度以前に統合・終了・廃止等

基本方針④（全１２事業）
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○：教育部・生涯学習部所管事業

総合市民図書館 ○ ４２１　総合市民図書館運営管理事業 Ｂ
総合市民図書館 ○ ４２２　総合市民図書館市民運営事業 Ｂ
総合市民図書館 ○ ４２３　総合市民図書館整備事業 Ｂ
総合市民図書館 ○ ４２４　図書館情報ネットワーク事業 Ｂ
総合市民図書館 ○ ４２５　障がい者・高齢者への宅配サービス事業 Ｂ
総合市民図書館 ○ ４２６　子ども読書活動推進事業 Ｂ
総合市民図書館 ○ ４２７　点字図書館事業 Ａ
総合市民図書館 ○ ４２８　新しい時代に即した「これからの図書館」推進事業 Ｂ

多様な学びを支援する図書館活動の推進（8事業）

・4市民図書館・11市民図書室を開館・開室し、資料の閲覧・貸出、レファレンス等のサービス事業を
実施した。(421)
・ＮＰＯ法人に辻堂市民図書館・湘南大庭市民図書館の図書館運営業務を業務委託した。資料貸
出・レファレンス等のサービス業務及びおはなし会等の事業を実施し、順調な運営が行われた。
(422)
・総合市民図書館の空調機器である全熱交換機一体型外調機の改修工事を行った。(423)
・4館コンピュータシステム及び機器の維持管理並びに11室のコンピュータ機器の維持管理を実施し
た。(424)
・宅配サービス事業の延べ利用者数1,831人、貸出資料件数6,902件(425)
・「ふじさわ子ども読書プラン2020　第3次藤沢市子ども読書活動推進計画」に基づき事業の実施に
努めた。(426)
・点訳ボランティア、音訳ボランティアの協力により、点字図書及び録音（デイジー）図書を製作し、利
用者に提供した。(427)
・新しい時代に即した「これからの図書館」を考えるため、学識経験者、市民等11名で構成する「これ
からの図書館検討委員会」を平成27年度に引き続き7回開催し、①4市民図書館11市民図書室の役
割と新たな機能、②南市民図書館の再整備、③図書館サービス、④資料の収集・保存・整理、⑤他
団体との連携、⑥施設・設備・機能について検討した。(428）

・利用者に安心・安全な施設を提供するため維持管理に努めており、随時修繕等の対応はしている
が、今後、施設の老朽化に伴う故障や破損、不具合の発生が増加することが予測され、計画的に対
応していく必要がある。(421)
・辻堂市民図書館及び湘南大庭市民図書館が引き続き質の高い図書館サービスを維持できるよ
う、2館の運営状況及び総合市民図書館の支援機能を検証していく。(422)
・各施設の状況を把握し、利用者への影響がないように、引き続き、老朽化した施設設備の修繕計
画を立て、施設修繕と改修工事を行っていく必要がある。(423)
・市民ニーズの多様化や高度情報化社会に対応するため、平成30年度の図書館コンピュータシステ
ムのリプレイスに向け、新たな機能の追加として市民図書室の蔵書登録とオンラインシステム化を
計画している。(424)
・市内全域の利用希望者について受入及び対応可能とするためのボランティアの確保とマッチング
が課題である。(425)
・「ふじさわ子ども読書プラン2020　第3次藤沢市子ども読書活動推進計画」の推進に努め、年度毎
の進捗管理を適切に実施し、計画の効果的な推進を図る必要がある。(426)
・子ども向け資料の製作が少なく、リクエストに応えられないことがあった。幅広い分野の図書の製
作が必要である。(427)
・本市の「これからの図書館」に望まれる図書館サービスの実現に向けて、具体的な方策を検討す
る必要がある。(428）

図書館での閲覧･貸出、レファレンス等のサービスをはじめ、視覚障がい者向けの蔵書製作、高齢
者への図書宅配サービスやブックスタート事業を行うなど、図書館活動を推進した。

施策の柱②

主な取組と成果

課題等
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○：教育部・生涯学習部所管事業

生涯学習総務課 ○ ４３１　公民館運営事業 Ｂ

生涯学習総務課 ○ ４３２　藤沢公民館・村岡公民館再整備事業 Ｂ

多様な文化をつなげる学習機会づくりの推進（２事業）
地域の特性を生かした各種講座や公民館まつりを実施するとともに、施設整備を含めた公民館の運
営を検討し、学習機会づくりの推進に努めた。

・平成28年度公民館事業計画基本方針に基づき、継続的に公民館に参加することを目的とした事業
や、地域住民やサークルの交流を活発にする事業等の実施により、地域コミュニティの活性化を
図った。(431)
・【藤沢公民館再整備事業】庁内検討プロジェクト会議を3回実施（H28まで計17回）。【村岡公民館再
整備事業】今後の再整備の方向性について、村岡地区まちづくり全体集会で地区住民に説明(432)

・公民館は、市民の学びの場であるとともに、地域コミュニティを活性化するための拠点であるため、
住みやすい地域づくりを目標とする「藤沢型地域包括ケアシステム」の目指す将来像の実現に近づ
くことができるような、事業を展開していく必要性が高まっている。　(431)
・【村岡公民館再整備事業】平成30年度の基本構想策定に向け、庁内プロジェクトで考え方の統一
を図っていくとともに、建設検討委員会等で、住民合意を得ていく必要がある。(432)

課題等

施策の柱③

主な取組と成果
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○：教育部・生涯学習部所管事業

文化芸術課 ○ ５１１　市民ギャラリー事業 Ｂ

文化芸術課 ○ ５１２　文化芸術振興事業 Ｂ

文化芸術課 ○ ５１３　市民文化創造事業 Ｂ

文化芸術課 ○ ５１４　文化活動支援事業 Ｂ

文化芸術課 ○ ５１５　文化芸術活動広域ネットワーク事業 Ｂ

文化芸術課 ○ ５１６　アートスペースの整備・運営事業 Ｂ
文化芸術課・総合市民図書館 ○ ５１７　文化ゾーンの再整備事業 Ｃ

基本方針⑤　郷土文化資産の保全・活用と地域に根ざした文化芸術活動の推進を図ります

芸術・文化活動の支援（７事業）
市展をはじめとする、市民の美術創作活動の推進を行うとともに、文化芸術団体をはじめする市民
との協働により、芸術文化の人づくりや場づくりを推進するなど、地域の芸術・文化活動の支援に努
めた。

評価

施策の柱①

主な取組と成果

・公民館サークル写真展2016年11月22日（火）～11月27日（日）出品作品312点　入場者数968人、
公民館サークル美術展2016年11月29日（火）～12月4日（日）出品作品195点　入場者数767人(511)
・文化振興基金積立事業合計26件　11,343,670円の寄付があった(512)
・「こころの劇場」小学生招待事業（会場：藤沢市民会館大ホール、公演日：2016年6月2日（木）、3日
（金）4公演、演目：ミュージカル「エルコスの祈り」、参加：市内37校（私立2校含む）4,080人）(513)
・音楽、演劇等舞台芸術を対象とした活動を行っている個人または団体に対し、必要な経費の一部
を助成し、本市の文化発展に寄与した。(514)
・プレミアム上映会（日時：2017年2月25日（土）、会場：イオンシネマ茅ヶ崎、来場者数：251名）(515)
・全国公募展「Artists in FAS」の開催（ 募集期間：2016年5月10日～6月12日（全国から69名が応募
し、入選作家5人（うち1名は8HOTEL賞））制作期間：2016年8月2日～10月7日、 展示期間：2016年
10月8日～11月20日*来館者数　2,395人）(516)
・（総合市民図書館）平成28年度は，学識経験者，市民等11名で構成する「これからの図書館検討
委員会」を7回及び先進図書館視察を行い，今後の藤沢市図書館のあり方について検討し、審議し
た。（文化芸術課）企画政策課と建物診断についての調整を行い，平成29年度に実施する方向で調
整を行った。(517)

課題等

・各事業の実行委員会において，前年度の反省点を踏まえた内容の検討を行い，出品作品数や入
場者数等の増加に努めていく必要がある。(511)
・今後の事業の方向性について，これまでの実績を踏まえた検討をしていくことが必要である。(512)
・「こころの劇場」小学生招待事業については，対象児童数が今後も増加する見込みがでていること
から，公演回数を再度検討する必要がある。(513)
・本市における事業実績のない団体の取扱いなど、審査に難しい面もあるなかで、文化芸術団体の
多様な活動を促進しなければならない。(514)
・2市1町で組織する広域行政協議会の中の広域文化活動部会として，多彩な文化の交流を図ること
のできる共通の事業を企画・検討し，実施していかなければならない。(515)
・アートスペースがある湘南Ｃ－ＸＣ２街区は、特別景観形成地区であり、広告看板物等の掲出につ
いて、きめ細かな要件があるため、案内誘導サイン等の設置について工夫が必要となる。(516)
・市民会館として，どの程度の施設，機能としていくのか，また，文化ゾーンのなかで，どのような機
能を持たせた複合施設としていくのか引き続き検討が必要である。(517)

0 2 4 6 8 10 12

Ａ・・・目標を上回った

Ｂ・・・（概ね）達成した

Ｃ・・・やや達成できなかった

Ｄ・・・目標を下回った

Ｅ・・・Ｈ２８年度に統合・終了・廃止

Ｆ・・・Ｈ２８年度以前に統合・終了・廃止等

基本方針⑤（全１７事業）

33



○：教育部・生涯学習部所管事業

郷土歴史課 ○ ５２１　歴史遺産保存整備活用事業 Ｂ
郷土歴史課 ○ ５２２　文化財保護事業 Ｂ
郷土歴史課 ○ ５２３　広域連携展示事業 E
郷土歴史課 ○ ５２４　文化財収蔵庫整備事業 Ｂ
郷土歴史課 ○ ５２５　映像資料保存公開事業 Ｂ
郷土歴史課 ○ ５２６　歴史的建造物維持活用事業 Ａ
郷土歴史課 ○ ５２７　歴史資料公開活用事業 Ａ
郷土歴史課 ○ ５２８　（仮称）ふじさわ宿交流館の整備・運営事業 Ａ
郷土歴史課 ○ ５２９　（仮称）藤澤浮世絵館の整備・運営事業 Ａ
街なみ景観課 ５２１０　景観資源推進事業 Ｂ

施策の柱②

主な取組と成果

課題等

歴史の継承と文化の創造（１０事業）

・養命寺の木造日光・月光菩薩立像１件（２体）の指定をした。
　大芳大工資料、旧三觜家資料、遊行寺の念仏踊りについて、指定にむけた調査を実施した。（継
続調査）(521)
・「第17回遺跡調査速報展」同時開催「大地に刻まれた藤沢の歴史Ⅴ展」11/15～1/29（59日間）を
藤沢市民ギャラリー常設展示室にて開催した。入場者4,384名(522)
・前年度に引き続き、公共施設の再利用を前提として、収蔵庫の集約に向けた文化財の整理方針
と、新たな収蔵庫に必要な機能等について検討し、収蔵庫を統合する方向で検討を進めた。(524)
・所蔵フィルム（「江の島」「東洋のマイアミビーチ　江の島」）をＤＶＤ化した。(525)
・旧小池邸で紙芝居を１回、和楽器の演奏と合わせた紙芝居を１回開催、総合市民図書館と協働で
昔話を１回開催した。(526)
・ふじさわ宿交流館郷土資料展示室での宿場関連展示を実施した。(527)
・4月29日開館し、4月29日～5月8日まで開館イベントを実施した。また、伝統芸能等各種イベントを
実施した。　（多目的ホール使用日数延べ94日）　(528)
・7月16日に開館記念式典を実施し開館した。また、7月23日、10月9日に開館記念講演を開催した。
(529)
・歴史的建造物の維持・保全（旧東海道藤沢宿街なみ修景等に関する補助事業）
　補助事業（外観保全工事）実施　※町家2棟　※蔵2棟　（5210）

文化財の登録や、古民家を活用した和楽器の演奏や紙芝居の上演、ふじさわ宿交流館での伝統芸
能等各種イベントの実施、藤澤浮世絵館での浮世絵類の展示やワークショップ等の開催を通じて、
藤沢の歴史の継承と文化の創造に努めた。

・登録される建造物の多くは、現在も使用、居住されているため公開・活用が難しい。(521)
・修理等補助金については、予測できない修繕が生じることが多く、年度内の速やかな対応が難し
いケースがある。(522)
・現在の収蔵庫が飽和状態にあるため、現存する収蔵品を整理するためには新たなスペースが必
要となる。(524)
・フィルムのＤＶＤ化にあたり、将来に残すものとして、映像の品質が十分ではない。(525)
・歴史的建造物の公開、活用については、所有者の意向や修繕等にかかる経費、地元の意向等、
慎重に検討を進める必要がある。(526)
・平成28年度に開館したふじさわ宿交流館、藤澤浮世絵館及びアートスペースの3施設が連携した
公開活用事業の実施。(527)
・ふじさわ宿交流館を通じて、どのように地域の活性化とにぎわいの創出に繋げていくかを、指定管
理者、地域住民、商業関係者等と連携しながら検討・実践していく。(528)
・地域や学校、関連団体等との連携を深めていくこと(529)
・歴史的建造物には結果として維持されている建物もあるため、将来的に維持・保全される確約がと
れないことについての考え方を整理する必要がある。(5210）
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○：教育部・生涯学習部所管事業

健康増進課 ６１１　健康づくり推進事業 Ｃ

教育指導課・スポーツ推進課 ○ ６２１　子どもの体力向上対策事業 Ｂ

スポーツ推進課 ○ ６２２　スポーツ施設整備事業 Ｂ

スポーツ推進課 ○ ６２３　スポーツバリアフリー事業 Ａ

スポーツ推進課 ○ ６２４　スポーツノーマライゼーション事業 Ｂ

基本方針⑥　健康で豊かなスポーツライフの環境整備を行います

健康づくりの推進（１事業）

・ 生活習慣病予防及び重症化予防を目的とした健康支援プログラムの一環として、健康度チェック、
体力度チェック、トレーニングを実施し、参加者の健康状態に合わせた運動習慣の改善を図った。
(611)

健康度・体力度チェックや健康づくりトレーニングを通じて、市民の生活習慣病の予防・改善、健康・
体力の維持・増進を図った。

評価

施策の柱①

主な取組と成果

・必要な対象者の利用を促進できるよう、関係機関等との連携を図りながら、周知を行う必要があ
る。(611)

スポーツ環境の充実（４事業）

・希望校には測定員を派遣し、体力・運動能力テストを市内54校で実施することができた。(621)
・天神スポーツ広場野球場新設工事（建築工事）の実施（契約日：2017年2月1日、工期：2017年2月1
日から17年7月14日）(622)
・平成21年度から平成23年度までの3カ年計画においてバリアフリー化を図り、現状の施設における
バリアフリー化への対応は実施済み。(623)
・神奈川県主催、藤沢市が共催によるパラスポーツフェスタを実施するなど、すべての人がスポーツ
を楽しめるイベントを企画実施した。(624)

・測定員を派遣するスケジュールの関係で、実施時期に差が出てしまう。(621)
・スポーツ施設は、建物及び設備において老朽化が進んできているため、市民が安心して利用でき
るスポーツ施設として維持する計画的修繕が必要。(622)
・スポーツ施設の老朽化や経年劣化が進む中で、今後は大規模改修工事及び公共施設再整備プラ
ンにおける事業を実施する中で、バリアフリー化された整備を行う必要がある。(623)
・今後、組織化を進めていくなかで、障がい者団体、（公財）藤沢市みらい創造財団との連携を深め
ること。(624)

体力・運動能力テスト実施時の測定員の派遣や、スポーツ施設の整備を行うとともに、スポーツノー
マライゼーション事業について、藤沢市スポーツ推進計画に位置づけるなどスポーツ環境の充実に
努めた。

課題等

施策の柱②

主な取組と成果

課題等

0 2 4 6 8

Ａ・・・目標を上回った

Ｂ・・・（概ね）達成した

Ｃ・・・やや達成できなかった

Ｄ・・・目標を下回った

Ｅ・・・Ｈ２８年度に統合・終了・廃止

Ｆ・・・Ｈ２８年度以前に統合・終了・廃止等

基本方針⑥（全９事業）
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○：教育部・生涯学習部所管事業

スポーツ推進課 ○ ６３１　生涯スポーツ活動推進事業 Ｂ

スポーツ推進課 ○ ６３２　スポーツサポート事業 Ｂ

スポーツ推進課 ○ ６３３　競技スポーツ推進事業 Ｂ

スポーツ推進課 ○ ６３４　地域特性活性化推進事業 Ｂ

生涯スポーツ活動の推進（４事業）
市民マラソンやビーチバレーの大会を開催するとともに、スポーツ事業や講座の開催内容について
広く市民へ周知することで、生涯スポーツ活動の推進に努めた。

・スポーツ施設予約システムとして、公民館と連携した市民が利用しやすいシステムが導入され3年
目を迎え、円滑に市民に供されている。また、データ取得を実務にあわせて改修を行った。(631)
・スポーツ推進委員協議会による事業を年間5回開催し、地域指導者の養成をした。(632)
・競技スポーツで活躍された選手達への賞賜金交付により、競技スポーツの発展を図った。　（社会
体育の部：全国大会170人、国際大会26人、パラリンピック1人)(633)
・全国中学生ビーチバレー大会について、一般財団法人地域活性化センターが行うスポーツ拠点づ
くり推進事業として承認されたことから、スポーツ拠点づくり推進事業助成金（2,984千円）が交付され
た。(634)

・スポーツ関係団体のホームページ充実に向けた指導。（631)
・スポーツ推進委員については、今後も地域指導者としての活躍が期待されるが、それぞれの地域
での役割を考慮したうえで定数について見直しを検討する必要がある。(632)
・2020東京オリンピック・パラリンピックに向けた関係団体との調整が必要である。(633)
・全国中学生ビーチバレー大会について、全国全てのブロックから参加チームが集まっていないの
で拡充方法を検討したい。(634)

主な取組と成果

課題等

施策の柱③
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○：教育部・生涯学習部所管事業

人権男女共同平和課 ７１１　多文化共生推進事業 Ｂ

学校給食課 ○ ７２１　地産地消の充実事業 Ｂ

人権男女共同平和課 ７２２　人権施策推進事業 Ｂ

青少年課 ７２３　放課後子ども教室推進事業 Ｂ

教育総務課 ○ ７２４　学校・家庭・地域連携推進事業 Ｂ

人権男女共同平和課 ７２５　男女共同参画推進事業 Ｂ

・過去の納品実績から献立を立てるが、天候に左右され予定通りにいかない場合が多い。(721)
・講演テーマ・講師の選定及び事業周知の工夫(722)
・事業の拡充にあたっては、実施へのニーズや実施場所の確保、担い手が不可欠である。(723)
・藤沢市ＰＴＡ連絡協議会への委託事業内容の見直しが必要である。(724)
・効果的な意識啓発事業の検討(725)

・スペイン語の歌、和太鼓演奏、ソーラン節、日本の昔遊び、工作、餅つき等を行った。(711)

・交流会が、外国人と日本人の子どもたちにとって互いの文化や習慣を知る機会となり、参加者同
士がより交流を深められるプログラムとなるよう内容を工夫する。(711)

基本方針⑦　多文化・多世代が交流し、共生するコミュニティづくりを推進します

多文化・多世代の交流の推進（１事業）

学校・家庭・地域等の連携、協働の推進（５事業）

・平成26年度より、市内産農水産物を使用した給食を実施している。平成28年度は年3回実施した。
(721)
・第31回藤沢市人権啓発講演会　12月17日　中学生人権作文コンテスト入賞作品の朗読と講演会
を実施し、広く市民に人権意識啓発を図ることができた。(722)
・当事業の拡充に向け、放課後等の居場所へのニーズを調査するため、市立35小学校の児童・保
護者を対象に、「藤沢市子どもの居場所に関するアンケート」を実施した。(723)
・学校・家庭・地域連携推進会議で事業や会議を実施した。（各地域事業総数119事業、各地域事
業、会議等参加者数31,529人）(724)
・藤沢市PTA連絡協議会に業務を委託し実施した。（広報紙の発行年2回、各校PTA活動状況調査
の実施、講演会の実施）(724)
・地域での男女共同参画の推進を図るため、13地区の各市民センター・公民館長から推薦された各
地区3人からなる「ふじさわ男女共同参画ネットワーク協力員」会議・研修の開催や、各公民館まつり
で男女共同参画啓発活動を行った。(725)

外国人市民の生活支援とともに、意見交換の場や交流事業を通じて、外国人市民と共に生きる地
域づくりを推進した。

三者連携による、地域に開かれた学校づくりや地産地消の取組など地域と学校のつながりの充実
を図るとともに、人権啓発や男女共同参画に関わる取組を推進した。

評価

施策の柱①

主な取組と成果

課題等

主な取組と成果

課題等

施策の柱②

0 2 4 6 8

Ａ・・・目標を上回った

Ｂ・・・（概ね）達成した

Ｃ・・・やや達成できなかった

Ｄ・・・目標を下回った

Ｅ・・・Ｈ２８年度に統合・終了・廃止

Ｆ・・・Ｈ２８年度以前に統合・終了・廃止等

基本方針⑦（全６事業）

37



○：教育部・生涯学習部所管事業

教育指導課 ○ ８１１　学校安全対策事業（防災・防犯教育） Ａ

教育指導課 ○ ８１２　教育文化センター研究研修事業 Ｂ

主な取組と成果

・地震の際に、どこにいても安全な場所を自ら探して身を守ることができる子どもを育てるための防
災教育や避難訓練の方法について研修を実施した。(811)
・研究報告書「やってみよう！防災教育～地域の自然の中で生きていくために～」Ｈ29年3月発刊
(812)

課題等
・地域の実状に合った防災訓練の内容を検討していく必要がある。(811)
・3年間の研究を踏まえ、自然をよりよく理解することによって自然災害に対して身を守る判断力･行
動力を育む防災教育の考え方を、広く周知する。(812)

基本方針⑧　命を守る「教育の推進」「教育環境の整備」「コミュニティづくりの推進」を図り
ます

評価

施策の柱①
命を守る教育の推進（２事業）
研修会や講演会の実施や、防災教育に関する研究報告書の発刊を通して、教職員及び子どもたち
の防災意識の向上を図った。

0 2 4 6 8 10

Ａ・・・目標を上回った

Ｂ・・・（概ね）達成した

Ｃ・・・やや達成できなかった

Ｄ・・・目標を下回った

Ｅ・・・Ｈ２８年度に統合・終了・廃止

Ｆ・・・Ｈ２８年度以前に統合・終了・廃止等

基本方針⑧（全９事業）
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○：教育部・生涯学習部所管事業

学校施設課 ○ ８２１　学校施設改築・大規模改修事業（老朽化解消） Ｂ
学校施設課 ○ ８２２　防災対策事業（津波対策） Ｂ

防災政策課・教育総務課 ○ ８２３　防災資機材等の整備事業 Ｂ
学務保健課・防犯交通安全課・

道路整備課・道路維持課 ○ ８２４　通学路安全対策推進事業 Ｂ

防犯交通安全課・教育指導課 ○ ８２５　学校防犯対策強化事業（こども110番・安全マップ） Ｂ

教育総務課 ○ ８３１　学校・家庭・地域連携推進事業（地域防災・防犯活動） Ｂ
防犯交通安全課・教育指導課 ○ ８３２　学校防犯対策強化事業（こども110番・安全マップ） Ｂ

・地域協力者会議で、「一斉パトロール」「子ども安全ネットワーク」「学校安全ネットワーク会議」「子
どもみまもりネットワーク会議」「地域パトロール」「安全・安心のぼり旗」等の活動を実施した。(831)
・こども110番　全体掲示件数5,017件、新規掲示件数210件(832)

・より多くの方に三者連携を知ってもらうために周知の方法を工夫する。(831)
・地域安全マップサポートスタッフについて、担い手を見つけるのが困難である。(832)

施策の柱③

主な取組と成果

課題等

学校・家庭・地域の三者が連携して地域パトロールや子ども110番の掲示を実施するなど、命を守る
コミュニティづくりの推進に努めた。

主な取組と成果

・小学校4校、中学校１校の校舎等について耐力度調査を実施した。(821)
・H27-H28年度の2ヶ年継続事業の2年目として増築工事を実施し、予定通り竣工した。(822)
・北部地区にある小学校10校、中学校6校、合計16校に災害時用の飲用水として、1人当たりペット
ボトル1本（500ｍｌ）×児童生徒分の備蓄を行った。(823)
・「藤沢市通学路交通安全プログラム」に基づき報告のあった危険箇所について、関係機関と連携し
て合同点検を実施し、安全対策を実施した。報告危険箇所数188箇所,合同点検実施箇所数80箇所,
対策要望件数 124件（うち市の対策分80件）(824)
・こども110番　全体掲示件数5,017件、新規掲示件数210件(825)

課題等

・公共施設再整備プランにおいては、2校が実施事業に位置づけられ、平成29年度から事業の着手
が可能となったが、検討事業に位置づけられている4校について、今後の再整備プランの検討の中
で早期に実施事業として位置づけられることが必要である。(821)
・ハード面では継続した安全対策を実施しており、また、限界もあることから、今後は通学路の変更
などソフト面での対策の検討を支援することも必要となってきている。(824)
・年間指導計画を作成した後に、地域安全マップ作りの希望校が決定するため、開催時期の調整等
に困難が生じる。(825)

命を守るコミュニティづくりの推進（２事業）

施策の柱②
命を守る教育環境の整備（５事業）
津波避難施設の増築や飲料水の備蓄、通学路安全点検や地域安全マップ作りを実施することで命
を守る教育環境の整備に努めた。
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３ 進行管理についての質疑応答及び意見 

   

基本方針① 共に学び、多くの人とかかわり合いながら自立する子どもを育成します 

施策の柱① 確かな学力の向上 

１１１「教育課程推進事業」 

＜委員からの質疑＞共同研究を2校共同と3校共同で実施したとありますが、どのようなテ

ーマで実施したのでしょうか。 

＜回答：教育指導課＞２校共同は大清水小学校と大清水中学校で、「ともに学び、ともに育つ

大清水地区教育連携推進」をテーマに実施しました。外国語の授業を中学校教員が小学校に

行って支援するといった交流や、藤沢清流高校を含め３校で美化活動、学校図書館を使って

の交流を実施しました。３校共同は、善行小学校、大越小学校、善行中学校で、小中一貫教

育を視野に入れた学力向上をテーマに実施しました。楽しい授業作りを中心に、中学生によ

る小学生への読み書かせや、小学生の夏休みの課題を中学生が一緒にするという「学び」で

研究している状況です。 

＜委員からのご意見＞共同研究のテーマが、共同だからこそできる連携がテーマとなってお

り、さらなる異校種の連携、小学校の児童と中学校の生徒との交流などに期待が持てると感

じました。 

１１２「国際教育推進事業」 

＜委員からの質疑＞年次の取り組みの中に、小学校外国語英語の教科化に向けた指導方法等

の研修という新しい取り組みが入っていますが、予算額は減となっています。これは何か理

由があるのですか。 

＜回答：教育指導課＞３年計画で、中学校の英語教員が小学校に出向いて、全教員に対して

外国語の授業の進め方の研修を行う予定です。中学校教員を小学校に派遣するにあたり、校

外に出ますので、中学校英語教員の業務負担軽減ということから、授業時数の軽減を図って

います。その後追いの非常勤講師を配置するために、人件費をFLT（外国語講師）の事業費

の一部を流用して実施しています。そちらの分については学務保健課のほうにつけかえをし

て実施しているため、事業費が減となっています。 

＜委員からのご意見＞小学校における外国語（英語）学習が、児童にとって楽しく国際的な

視点をもつことにつながることを期待しています。また、研修において、中学校の先生方と

小学校の先生方の交流が活性化され、児童・生徒の学習に効果が現れることを期待していま

す。 

＜委員からのご意見＞平成 32 年度小学校外国語（英語）教科化に向けて様々に工夫されて

研修を行っているとのことですが、研修の中心を担うような専科教諭を各校最低1人でも配

置できないものかと思います。 

施策の柱④ 豊かな心と健康な身体を育む教育の推進 

１４２「児童生徒指導関係事業」 

＜委員からの質疑＞児童支援担当教諭について、成果はどのようなものがあったのか、サポ
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ート会議のメンバーはどのような方なのか、中学校の生徒に関してこのような問題は誰が当

たるのか、これらについて伺いたいと思います。 

＜回答：教育指導課＞児童支援教諭の配置に伴う成果ですが、たとえば、登校しぶりのお子

さんで、なかなか教室に入れないため学校に向かう足が重たい状態にあるといった場合に、

家まで迎えに行って一緒に登校するなど、個別に課題を抱えるお子さんへの支援等が充実し

ているところがあげられます。また、課題に対して学校がチームとして対応していけるよう

にと、校内での情報の共有、必要な関係機関と連携しながら支援体制作りをするところで、

校内の指導支援の体制というものが非常にしっかりと作られるようになってきています。さ

らに担任のフォローも行いますので、若い教員が増えてきている状況の中で若手教員の力量

の向上にもつながっているととらえています。サポート会議のメンバーですが、主なメンバ

ーは警察関係者、児童相談所、青少年指導員、主任児童委員等で、ケースによっては市民セ

ンター・公民館の職員、ＰＴＡの方、地域の支援者の方など、その学校の状況によって必要

な方に入っていただく形で対応しています。中学生に対する児童支援にあたるところは、中

学校は生徒指導担当者が位置づけられています。 

＜委員からのご意見＞児童支援担当教諭について、早期に全校配置をし、課題を抱える子ど

もたちへのきめ細やかな支援ができるようお願いしたいと思います。 

＜委員からのご意見＞専任の児童支援担当教諭を配置することにより、クラスを運営してい

る教諭が授業に専念でき、問題を抱えた児童にとっても対応をきちんと行える専任者が対応

することは問題の早期解決につながることが期待できます。担任が一人で抱えがちだった問

題を多くの取り巻く関係者が連携してきめ細やかにサポートしてほしいと思います。 

１４３「八ヶ岳野外体験教室の充実事業」 

＜委員からの質疑＞昨年度、一般市民の利用拡大を推進していくことを掲げていたと思いま

すが、結果としてどうなったか教えてください。 

＜回答：教育総務課＞一般市民利用は、平成25年度が9,215人、平成26年度が9,303

人、平成27年度9,839人と順調に伸びてきましたが、昨年度は9,477人とマイナス362

人という結果になりました。減った理由としては、夏の団体利用において、間際での人数変

更があったことの影響が大きいとのことでした。何か大幅に状況が変わったところはないで

すが、結果として数が減ってしまったということです。 

＜委員からのご意見＞一般利用者を呼ぶ取組が十分に成功していないようです。そもそも、

あるということ知らない方がまだ多くいると思います。これについては、今後とも強化を進

めて頂きたく思います。 

＜委員からのご意見＞市民の一般利用について、まだまだ利用できるということ自体をご存

知ない市民が多くいるので、引き続き周知をしていただきたいと思います。利用されたご家

庭からは、また再度利用したいという声をよく聞きます。利用料の安さも、リピーターにつ

ながっていると思います。 

施策の柱⑥ 子どもと社会をつなぐ教育の推進 

１６８「子ども・若者育成支援事業」 
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＜委員からの質疑＞年次ごとの取り組み計画で支援実施者数が常に 100 人となっている理

由ついてと、平成 29 年度の事業の中に「若者に対する総合相談的機能を位置づけ、若者サ

ポート事業とする見直しを行った」とありますが、具体的には相談的機能としてどのように

構想されているのかについてお伺いしたいと思います。 

＜回答：教育総務課＞青少年課が出席していないため当課でお答えいたします。この事業は

平成 25 年度から開始し、実績が、平成 25年度は 95人、平成 26 年度が108人、平成

27年度が99人と開始時からほぼ100人でしたので、この実績を継続していきたいという

ことで100人という数にしています。若者に対する総合相談的機能ですが、今年度、市役所

で組織改革があり、経済部産業労働課所管事業ユースワークふじさわの一部機能が青少年課

へ移管されたこともふまえて、就労に限らない様々な悩みをかかえる若者とその家族に対し

て相談をお受けする総合的相談機能として入り口を広げて充実させていきたいという考えで

す。 

＜委員からのご意見＞本事業は、若者とその家族を支援する重要な事業だと思います。社会

的自立はとても大きな課題ですが、より多くの人が気軽に相談できるように、訪問支援等の

体制をさらに整えていくことも検討していただきたいと思います。 

 

基本方針② 家庭教育・幼児教育・地域教育力の支援、充実を図ります 

施策の柱④ 教育機会の均等保障 

２４２「生活困窮者自立支援事業（学習支援）」 

＜委員からの質疑＞平成28年度の進歩状況の中で、鵠沼地区における課外授業の回数が他 

の地区に比べて多くなっていることについて何か理由がありましたら教えてください。また 

課題・問題点のところで開所日数や時間について検討とありますが、どのように検討されて 

いるか教えてください。 

＜回答：地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ推進室＞課外授業の回数ですが、課外授業はどの教室もNPOが実 

施していて、自主的に地域との繋がりの中でそれぞれの課外授業を展開しています。鵠沼地 

域の場合、たとえば、ちゃぐりんスクールや、さつまいもスクールなどはJAさがみの協力 

のもと農業との連携で課外授業を展開しているので回数が多くなっています。課題について 

は、利用者も相対的に増えていくということもあり、学習支援、進学支援、就学を継続する 

支援など居場所になるような試みや、時期によっては進学のために集中したいということも 

あり、どのような形で、どのような時間帯で、あるいは開所日数を弾力的に展開していただ 

けるのかといったあたりが課題となっています。 

＜委員からの質疑＞委託はNPO法人が2つありますが、どの地区にどのNPOかというこ 

とと、鵠沼地区の課外事業が多いのは地域の協力があったということですが、各NPO法人 

の取り組み状況を伺えたらと思います。 

＜回答：地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ推進室＞NPO法人青少年サポート協会が六会と湘南大庭の2箇所 

の運営を行い、NPO法人湘南ライフサポート・きずなが鵠沼地区を行っています。六会と湘 

南大庭は日大藤沢の学生たちにかなり協力してもらって事業をしています。養豚所からいた 
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だいた藤沢産の豚肉を食べ、そのお礼を養豚業者に差し上げるなど、様々な形で取組を行っ 

ています。また、鵠沼地区では、JAさがみさんとの連携や、場所が教会ということもあり、 

外国に繋がりのある子どもたちが多いので、そういうことを含めたうえでの支援を大事にし 

て様々な方にボランティアの協力をしてもらっています。それぞれの地域・設置母体ならで 

はの特色を生かして運営している状況です。 

＜委員からのご意見＞業務委託している NPO が活動している地域以外の子どもたちに支援

が届いているのか、その点が心配です。より多くの子どもたちが支援を受けられるように、

事業を進めていっていただきたいと思います。 

＜委員からのご意見＞地域の協力により課外事業がとても多くなり、交流が増えることはと 

てもよい取組だと感じました。NPO法人ごとに異なるのは当然かもしれませんが、地域の特 

色を生かしつつも、さらに学習支援がすべての地域にわたって充実するように期待しており 

ます。 

 

基本方針③ 学校教育を充実させる人的、物的条件整備を図ります 

施策の柱① 学びを支え質の高い教育環境の整備 

３１１「特別支援教育整備事業」 

＜委員からの質疑＞先進的な他市の特別支援学校を視察したとありますが、どのような部分

を解決策に取り入れたのでしょうか。 

＜回答：教育指導課＞昨年、川崎市立の特別支援学校を視察しました。従来の小学校を統廃

合して空いた校舎を特別支援学校に改築して使用している学校と、通常の小学校に分教室と

いう形で特別支援学校の一部を設置している学校を視察しました。教員の人的配置や、施設

面ではどのような工事が必要になるか、工事を行う際の予算などを視察しました。本市の白

浜養護学校が過大規模化しており、その解消に向けて、本市がどういう手法で対応していく

のがよいかを現在検討しています。 

＜委員からのご意見＞先進市の取組を視察、研究することにより、本市の特別支援学校の過

大化に対しての問題解決に向けて、検討が進んでいくことを期待しています。 

施策の柱③ 安全・安心で快適な学校施設の整備 

３３１「学校安全対策事業」 

＜委員からの質疑＞学区内で非常事態があった場合、近隣周辺学校間やスクールガードリー

ダーとの連携についてどのように行われているのかお伺いします。また、各学校の方法とい

うことになるのかも知れませんが、保護者への連絡方法や地域防犯協力者・団体との連携は

どのようにしているのでしょうか。 

＜回答：教育指導課＞主に不審者が目撃された場合になりますが、学校にそのような情報が

もたらされた場合は、まず警察に連絡を入れ、不審者の捜索やパトロールを依頼するととも

に警察の指示を仰ぎます。次にスクールガードリーダーに連絡を入れ、学区内パトロールを

お願いします。本市の場合、スクールガードリーダーは、各市民センターなどで行われてい

る防犯会議等に出席しているので、地域の防犯協会とも連携しています。保護者に対しては、
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以前は緊急連絡網を流しましたが、最近では一斉送信メールを使って子どもたちをどのよう

に帰すとかまたは帰さないとか、そのようなことを連絡しています。また、学校は市の教育

委員会にも連絡を入れることになっています。教育指導課と防犯交通安全課に連絡を入れる

ようにしていますし、隣接している学区に不審者が逃げこむこともあるので、近隣の小中学

校に連絡を入れるということもしています。 

＜委員からのご意見＞地域や学区の中で生活する子どもたちは、兄弟で幼小中と別れて通学

していたりするので、災害時や事件発生などの時の引き取り順位など日ごろから検討の必要

もあったりすると思います。引き続き、近隣地域全体としてとらえた子どもの安全対策をお

願いしたいと思います。 

＜委員からのご意見＞働いている保護者にとって、どうしても日中の子どもたちの様子を把

握できない中で、このように子どもたちの安全対策を取っていただいていることはとても安

心するものだと思います。ぜひこれからも取組をお願いしたいと思います。 

３３６「学校給食食器改善事業」 

＜委員からの質疑＞食器の変更を行っているということですが、アルマイト食器とＰＥＮ樹

脂食器の利用について、具体的にどのような声があるのか教えてください。 

＜回答：学校給食課＞実際に切り替えをした学校の児童の反応では、ＰＥＮ樹脂食器はとて

も綺麗でかわいらしい模様が入っていますので、外観が綺麗になったという喜びの感想があ

りました。また、アルマイトの食器では汁ものをよそう時に熱くて手に持てなかったけれど

も持てるようになったことや、実際に食器を改善する理由である、「手に食器を持って食べな

さいと指導をしても熱くて手に持てない状況」が、持てるようになったということです。先

生方に聞いてみたところ、ＰＥＮ樹脂食器であれば手に持って食べなさいと正しく指導でき

るので、食指導がしやすくなったという感想をいただきました。  

＜委員からのご意見＞実際の利用者の声を聞くことができ、食器利用の変更が、給食指導を

充実させることになったことが分かりました。これからも安心安全な食の環境整備に期待し

ています。 

３３８「防災対策事業（津波対策）」 

＜委員からの質疑＞学校の増築をしましたが、具体的な実施期間を教えてください。 

＜回答：学校施設課＞設計事業を平成26年11月から平成27年8月まで実施しました。

増築工事は平成27年12月に着手して、平成29年2月末に完了しました。 

＜委員からの質疑＞中学校の敷地内に建っていると思いますが、増築の期間、学校の授業は

実施されていたということになりますか。その際に、何か工夫をしたり、授業に配慮をした

りするなどした点がありましたら、教えてください。 

＜回答：学校施設課＞敷地内での工事ですので、学校の授業に支障のない形で工事を実施し

ました。工事を実施するときには、児童生徒の安全面を確保していく必要があります。今回

の増築工事では、エリアを区分し、工事車両等の進入はすべて専用のゲートを設けて、そち

らから出入りして工事をしています。また、大きな音が出るといった工程もありますので、

学校と工事施工者と協議した上で、学校運営に極力支障がないような形で工事を実施してい
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ます。 

＜委員からのご意見＞授業期間での校舎増築であったこと、通常の工事同様に児童・生徒の

安全に配慮したことや学校との協議があったことが分かりました。授業期間中の工事につい

ては、子どもたちへの配慮や学校との協議など、特別に配慮が必要なことは、今後のために

も引き継いでいかれることを期待しています。 

３３２、３３３、３３４「学校施設環境整備事業」 

３３７「学校施設維持保全事業」 

＜委員からの質疑＞４つの事業ですが、いずれも評価がDですが、これはなんとかならない

のかなというのが正直なところです。例えば、333の空調設備整備に関してどのような予算

取りになっているのかということを教えてください。出所が国の交付金で補正予算というの

がある。また、補正予算以外の国の交付金もおそらくあると思いますが、そもそも、空調設

備整備にしか使えない予算なのか、それとも大きく取った中で空調設備整備に関してはこれ

だけというような決め方をしているのか、その辺りの詳しい事情をお聞かせいただければと

思います。 

＜回答：学校施設課＞空調設備事業の財源ですが、こちらは文部科学省の国庫補助金と地方

債の特定財源を活用して実施している事業です。国費に関しましては、実施を予定している

前年度に各学校名と事業名をあわせて事業計画を出します。そのうえで、国で採択が行われ、

内定がきて、国庫を使った事業を実施できるという流れです。市のほうで国からおりてきた

お金を配分するということはできない状況です。 

＜委員からの質疑＞評価がDになっていることについて、予算が確保できなかったというこ 

とを評価の対象にすると、どうしても評価が低くなってしまうので、確保した予算の中でで 

きたことを自己評価したほうがいいのではと考えています。計画通りに実施できない中でも 

色々とされているので、そのようなところを自己評価に入れてもいいのでは思います。例え 

ば、予算が決まった後に目標を変更するといったことは可能なのでしょうか。 

＜回答：教育総務課＞学校施設課で再整備計画を作っており、その計画に基づいた評価とい 

うことで、このような評価となっています。Dという形で表現をしていますけれども、施設 

関係事業を含め予算に関係するものは、予算獲得ができた時点でほぼ100％実現できている 

と感じていますご指摘のように予算獲得ができた範囲の中で、どれだけできたかという視点 

も重要だと思いますので、今後、評価については委員のご意見をいただきながら、改善をさ 

せていただければと思います。 

＜委員からのご意見＞これらの事業はいずれもD評価でした。事業の評価については、国か

らの補助金をあてにすることを前提にした評価方法にすると、全くうまくいってない事業に

見えますが、実際はそうではありません。ある程度は補助金が十分でないのを想定した評価

方法にしたほうが公平ではないかと思います。 

 

基本方針④ 多様な学びのできる生涯学習社会を目指します 

施策の柱① 生涯学習の推進 
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４１１「生涯学習推進事業」 

＜委員からの質疑＞運営について検討している生涯学習活動推進室では、生涯学習事業の参

加者や市民講師として登録している人のみが対象で進める予定でしょうか。また、今の時点

で決まっている具体的な取り組みがあれば教えてください。 

＜回答：生涯学習総務課＞生涯学習活動推進室は藤沢公民館労働会館等複合施設の中の一室

として想定しています。主な機能としては3点想定しています。1点目は市民のための学習

相談情報の提供、2 点目は生涯学習総務課で運営を行っている生涯学習大学を推進室に完全

に移すこと、3点目は様々な学習グループの交流の場の提供です。100平米弱というスペー

スですので、利用については一定の制限をかけることも必要と考えていますが、基本的には

学びたい方が集う全市的な生涯学習の推進を目的とした場所として位置づける予定です。 

＜委員からの質疑＞この事業と431公民館運営事業で、どちらも課題のところに藤沢型地域

包括ケアシステムが出てきますが、それとのからみを今後どのように考えているかお伺いし

たいと思います。 

＜回答：生涯学習総務課＞現在、福祉健康部で進めている藤沢型地域包括ケアシステムです

が、これは誰もが住み慣れた地域で、その人らしく安心して暮らしていける街づくりを目標

としています。そのためには、地域の課題をその地域で解決できるしくみ、またそのために

活動する人材育成ということが緊急の課題となっています。公民館生涯学習大学は、もちろ

ん個人の学びを支援する目的ですが、その学びをさらに地域に還元していくサポートをする

ことが使命と考えています。また地域で暮らしている方には介護、相続、生きがい、子育て、

ボランティアなど様々な不安や疑問を持っている方がたくさんいると思いますが、そういっ

た不安材料を少しでも軽くしていくような事業を展開することで地域力が高まり、地域のマ

ンパワーに少しでも繋がればと考えています。 

＜委員からのご意見＞生涯学習活動推進室が実施されれば、全市的な生涯学習活動の推進が

図られると思いますので、とても楽しみにしています。 

施策の柱③ 多様な文化をつなげる学習機会づくりの推進 

４３１「公民館運営事業」 

＜委員からの質疑＞公民館あり方検討会からの提言書に基づいて公民館事業への職員の関わ

りについての調査・検証を行ったとありますが、具体的な内容について教えてください。 

＜回答：生涯学習総務課＞市民センターと併設している公民館については、非常勤職員が中

心となって事業の運営を行っていますが、それに対して正規職員がどれだけ業務に関わって

いけるかという点を具体的な数値もあわせて調査しました。それとともに、館長や担当職員

にヒアリングを行い、各館それぞれが抱える課題を吸い上げる作業を行いました。その結果、

公民館の運営は、足並みをそろえる部分と、地域性に応じる部分の両面性が必要だとわかっ

てきました。検証はこれからも継続して行うことで、正規職員の役割をさらに検討していき

たいと思います。 

＜委員からのご意見＞公民館のあり方について、足並みをそろえる部分、そして地域性を生

かした部分が必要だというのは同感です。上手くいっている館のしていることを全て真似す
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るのではなく、地域の特色を生かした形を考えていってほしいと思います。 

＜委員からのご意見＞公民館は、様々な世代にとって学びの場所となる可能性をもっている

と思います。さらに、多様な市民にとって開かれた場所となるよう、声を拾いつつ現代的課

題に対応した公民館運営を期待しています。 

 

基本方針⑤ 郷土文化資産の保全・活用と地域に根ざした文化芸術活動の推進を図ります 

施策の柱① 文化芸術活動の支援  

５１７「文化ゾーン再整備事業」 

＜委員からの質疑＞評価の理由に基本構想策定につながる動きまでには至っていないとあり

ますが、何が問題となっているのか、具体的に教えてください。 

＜回答：文化芸術課＞文化ゾーンの再整備は、第2次藤沢市公共施設再整備プランに位置づ

けて周辺施設の機能集約や複合化を検討していますが、その中で、文化ゾーンの中心施設で

ある藤沢市民会館の建物調査を今年度行う予定です。今後の方針はその建物調査の結果をふ

まえて判断をしていきたいと考えていることから、基本構想策定につながる動きまでには至

っていないという結果になります。 

＜委員からのご意見＞文化ゾーンというのは、地域の雰囲気に関わる大切な事業だと思いま 

す。文化施設や文化活動など、芸術活動を支え活性化させることはとても重要ですが、文化 

の拠点となるような空間づくりという視点も充実していくような取り組みも期待しています。 

＜委員からのご意見＞これは図書館の整備にも関係あることだと思いますが、是非「これか 

らの図書館検討委員会」の結果を事業に活かして頂ければと思います。 

 

基本方針⑥ 健康で豊かなスポーツライフの環境整備を行います 

施策の柱① 健康づくりの推進 

６１１「健康づくり推進事業」 

＜委員からの質疑＞健康づくりトレーニングとはどのようなことを行うのでしょうか。また、 

平成28年度の総合評価に次年度見直しとありますが、どのように見直しするのでしょうか。 

平成29年度事業計画に平成30年度委託事業変更に向けての事業内容の検討とありますが、 

現在どのような委託内容となっているのか教えてください。 

＜回答：健康増進課＞健康づくりトレーニング事業は藤沢市保健医療財団に事業を委託して 

います。生活習慣病予防と重症化予防を目的とした健康支援プログラムの一環として、6か 

月間個々の健康状態に合わせたトレーニング指導や、自宅等でできる運動指導を行っていま 

す。見直しについては、継続した利用者が多い状況のため、より多くの人が利用できるよう 

他機関との連携の在り方や実施方法、利用期間等について検討を進めているところです。現 

在の委託内容は、健康度体力度チェックについては生活習慣病にかかる健康診査や体力測定、 

運動負荷試験等を行っています。今後は様々な関連機関との連絡を取りながら、保健医療財 

団のみならず、いろいろな健康チェックができるように検討を進めているところです。 

＜委員からのご意見＞健康で豊かなスポーツライフはすべての市民にとって大切だと思いま 
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す。どの世代にとっても利用者が利用しやすく、また身近であり、幅広い世代の方に利用さ 

れるよう、丁寧できめ細やかな事業運営を期待しています。 

施策の柱② スポーツ環境の充実 

６２１「子どもの体力向上対策事業」 

＜委員からの質疑＞体力・運動能力テストの結果分析の元に行われた具体的対策をお聞きか 

せください。 

＜回答：教育指導課＞小学校では、藤沢市小学校教育研究会の体育部の教員が、さまざまな 

種類の鬼遊びを各学校に資料提供して体育の授業に取り入れて運動力の確保をしたり、休み 

時間に校庭に出て遊ぶことを推奨したりしています。中学校では、藤沢市中学校教育研究会 

の保健体育部が中心となって、体育の教員が授業でバービージャンプを取り入れるなど、運 

動の持続や体力の向上を目指しています。 

＜委員からのご意見＞体力・運動能力テストの結果が毎年全国平均を神奈川県が下回ってい 

る中で、多少なりとも体力向上の工夫がほしいと思います。 

 

基本方針⑦ 多文化・多世代が交流し、共生するコミュニティづくりを推進します 

施策の柱① 多文化・多世代の交流の推進 

７１１「多文化共生推進事業」 

＜委員からの質疑＞事業内容で、子どもたちを中心にとありますが、開催場所が１か所であ 

るために、市内全域より子ども（小学生）の意思で参加するのは難しいのではないかと考え 

ます。また、外国籍の保護者の方にも伝わるようなチラシや宣伝は行われているのか、具体 

的な周知方法を教えてください。 

＜回答：人権男女共同平和課＞周知の方法は、広報ふじさわ、チラシ等を湘南台地区の小中 

学校、外国籍に繋がりのある市民が多く集まる日本語教室等に配布をしているところです。 

藤沢市民だけでなく、市外の方も参加しています。多くは口コミで広がり、参加していただ 

いているようです。小中学生が対象とありますが、実際には保護者の参加や、大人の参加希 

望もあるので、家族での参加も含めてより多くの方にご参加いただけるようにと考えていま 

す。 

＜委員からのご意見＞多文化交流イベントの開催について、より広い地域で参加者が増える 

ように、工夫をしていただきたいと思います。市民の口コミの力でより広まっていくように、 

これからも呼びかけをしていただきたいと思います。 

施策の柱② 学校・家庭・地域等の連携、協働の推進 

７２３「放課後子ども教室推進事業」 

＜委員からの質疑＞平成28年度藤沢市子どもの居場所に関するアンケートの特徴的な結果 

について教えてください。最近では、地域の縁側など取り組まれていることから、地域住民 

と子どもの交流の場を提供する考えはあるのか教えてください。 

＜回答：教育総務課＞青少年課が出席していないため当課でお答えいたします。子どもの居 

場所アンケートですが、放課後や夏休み中の児童の過ごし方や、居場所のニーズについての 
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アンケートを公立小学校の全児童とその保護者を対象に行いました。放課後の過ごし方で、 

自宅、友人の家や習い事、放課後児童クラブ、地域子どもの家などのほか、家族や友人と公 

園で過ごす等が、回答から見えてきました。また、保護者側の6割は子どもたちが友だち同 

士で遊ぶ、習い事と遊びのバランスが取れている、現状の放課後の過ごし方で満足が得られ 

ていると回答しています。ニーズとしては、専門的な講師が教えてくれる講座の開催や異世 

代間交流が図れる機会の実施、地域子どもの家の利用時間の延長などが意見としてあがって 

きています。地域住民と子どもたちの交流とですが、放課後子ども教室では、地域のボラン 

ティア活動をしている人が見守り人としてご協力していただいている状況です。地域運営団 

体やＰＴＡなどの協力を得て事業を行っています。地域との交流を求める意見もあったので、 

今後も様々なニーズに合わせた事業を考えていきたいと思います。 

 

基本方針⑧ 命を守る「教育の推進」「教育環境の整備」「コミュニティづくりの推進」を図 

ります 

施策の柱② 命を守る教育環境の整備 

８２４「通学路安全対策推進事業」 

＜委員からの質疑＞危険箇所はどのように抽出しているのでしょうか。また、保護者や地域 

で見守る人などの声を聞いているのでしょうか。実際に危険区域の対策が済んだあとは、ソ 

フト面での対策も必要となってくると思いますが、具体的な支援はどのように行われている 

か教えてください。 

＜回答：学務保健課＞危険箇所の抽出は、毎年、各学校に年度初めにお願いして抽出しても 

らっています。各学校の実情にもよりますが、基本的には保護者や通学路途中で見守りをし 

てもらっている地域住民の声も十分反映させているところです。そこであがってきた情報を 

元に、保護者等と実際に現場へ出向き、確認をして状況を把握して対策を検討し学校へ報告 

しています。合同点検をして、安全対策もだいぶ進めてきました。グリーンベルトなどの取 

組も進んできているなど、ハード面の充実をかなり図ってきましたが、設備的に補えない場 

合は、通学ルートの変更などについての提案をさせてもらっています。 

＜委員からのご意見＞危険個所の点検と安全対策が着々と図られていることがよくわかりま 

した。今後も常に見直しを繰り返し行ってほしいと思います。さらに、地域のこどもの安全 

にかかわる活動をしている団体や個人の立場からすれば、学校から積極的に連携の働きかけ 

を行うよう指導助言してほしいと思います。地域の団体で見守りをしている方々は、学校か 

ら声をかけると大変喜んで活動されます。 

８２５「学校防犯対策強化事業（こども110番・安全マップ）」 

＜委員からの質疑＞古くなった看板の更新がどの程度進んでいるのか教えてください。また、

子どもが、この看板を提示している家に実際に助けを求めてきた事例や件数についても伺い

ます。 

＜回答：防犯交通安全課＞ 子ども110番の看板の更新は、掲示者から交換の申請があった

時や、地域のパトロールをしている際に古くなった看板を発見した時には交換をお願いして
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います。更新の数値は特に把握は行っておりません。実際に子どもが助けを求めた事例は、

平成13年に本制度が開始しましたが報告はありません。 

＜委員からの質疑＞地域安全マップ指導員養成講座は、以前より行っていた取組か、また、

昨年度何校の参加があったのか教えてください。 

＜回答：教育指導課＞この事業は毎年行っています。小学校の教員を対象に実施していて、

35の小学校各校1名が出席して養成講座を行っています。 

＜委員からのご意見＞昨年、古くなったこども110番の看板について意見があったと思いま

す。古いものをそのままにしておくのは、少々問題があるように感じました。また、実際に

子どもが利用していないという点も気になります。新しい看板の管理方法を含め、今後の方

針を検討していただきたいと思います。実際には、地域の協力が必要かと思いますので、簡

単なことではありませんが、子どもが安心して遊べる、暮らせる環境整備を進めていただき

たいと思います。 

＜委員からのご意見＞古くなった「こども110番の看板」の交換を進めるべきという指摘が

以前ありましたが、改善されていないという指摘がなされています。地域の治安の観点から

問題がありますので、交換を進めて頂きたく思います。 

 

その他 

＜委員からの質疑＞基本方針の6に子どもたちが夢を育み、スポーツに関心を持ってもらう 

ようなオリンピック・パラリンピックに関連する事業を行うとありますが、具体的にどのよ 

うなお考えがあるのかお聞かせください。 

＜回答：東京オリンピック・パラリンピック開催準備室＞3年後の東京オリンピックでは、 

江の島でセーリング競技が行われますが、子どもたちにとっても一生の思い出に残るような 

オリンピック・パラリンピックにしたいと考えています。その具現化として、学校教育では、 

小・中・特別支援学校の生徒を対象とした教育プログラムを藤沢市教育委員会と連携し作成 

しているところです。考え方として事業内容は2つに分かれています。1つはオリ・パラそ 

のものに関する学びで、意義とか、選手の体験やエピソードの学びにあたるものです。もう 

１つはオリ・パラを通じた学びという事で国際平和や共生社会の形成、また、英語などの国 

際言語の能力を高めるきっかけといったものがあります。今年度は単発の授業として車いす 

バスケットのパラリンピアンと児童との交流授業を行っていますが、今後も選手との交流や 

スポーツ体験、藤沢市ゆかりの選手の応援などを行っていきたいと考えています。2020年 

の本大会の際には、聖火リレーなどにも子どもたちが参画できる場面を創出することなどが 

想定されますし、また、現在学校で行われている体育祭や運動会なども実践の場としていく 

こともできますので、専門部会で具体的な検討を進めていきたいと思います。 

＜委員からのご意見＞開催準備室主催の様々な企画や教育プログラムを期待します。さらに 

子どもも大人も、一生の思い出となるであろうオリンピック・パラリンピックにおいて何か 

関わり合いを求めて模索していると思います。自主的な活動のヒントとなるものを様々に用 

意して、気軽に相談できる窓口を設置していただけたらと思います。グループ・個人レベル 
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でも連絡調整を支援することにより、活発な市民参加が期待できると思います。例えばブラ 

インドサッカーや講座や車いすバスケなどの競技体験ならどこに申し入れるかなど、わかる 

までが大変でした。 
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４ 点検・評価及び進行管理を通じての教育委員会へのアドバイス 

 

＜三浦康之 委員長＞ 

 今年度は、点検評価に関わらせて頂いて五年目になります。今回は、二点申し上げた

いことがございます。 

 本年度も、歴史文化の関連事業が点検・評価対象事業として取り上げられ、藤澤浮世

絵館の運営事業の点検・評価に関わりました。これは大変素晴らしい事業だと思います。

来場者の推移も順調のようで、頻繁に展示物を入れ替えるなどの工夫もなされており、

とてもよいと思います。これに限らず、歴史文化関係の事業というのは、子どもたちに

とって、地元に対する帰属意識、愛着に昇華されていくものだと思います。できれば、

市内の小中高校生など、子どもたち、若い人たちの目に触れるような工夫を継続してい

って頂けたらと思います。 

 もう一つは図書館の件です。昨年度より、利用者数の目標に関しての議論・指摘など

して参りました。全国の図書館の利用状況を見ますと、つい数年前まではほぼ右肩上が

りで利用者数・貸出件数が増えてきたものの、ここ数年は横ばいまたは微減傾向が続い

ていることが、統計から見て取ることができます。昨年度の議論に基づき、その後貸出

件数の目標を変更しているようですが、これは妥当な判断なのかなと思います。 

公共施設の場合、民間企業と違い、たんに売り上げが増えれば良いという単純なもので

はありませんので、現実に実績が増えていないのであれば、目標そのものを変えるとい

うことは、大いにありうることと思います。公共事業ですから、将来の見通しを誤った

まま投資を続けることは、過剰な投資を引きおこす原因ともなりかねませんので、その

意味では現実に即した正しい決断だったと思います。 

一方で、昨今、図書館の運営を民間企業に委託することによる問題が指摘される中、

思い切った取り組みを行うことに対して慎重にならざるを得ない実情もあろうかと思

います。図書館検討委員会からも見てとれるように、なかなか難しい舵取りをされてい

ると感じています。平成22年と平成27年の登録者数と貸出数を比較しますと、全国

の登録者が 105.7％に対して藤沢市が、93.0％、全国の貸出件数が 97.6％に対して

藤沢市が90.4％となるようですので、実はあまり安穏としていて良い状況ではないと

感じています。今後も、是非、市民に愛され利用される図書館づくりを推進して頂けれ

ばと思います。 

 最後になりますが、おのおの事業をよく考えられてしっかりと進められていると思い

ますので、今後とも藤沢市及び藤沢市の教育の発展のために、頑張って頂きたいと思い

ます。 

 

＜市村杏奈 副委員長＞ 

 点検評価に関わらせていただくのも、今年度で 3 回目となりました。藤沢市で取り

組まれている事業をより深く知ることができて、自分自身の活動にもさらに深みが出て
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いるように思います。わたしたち市民のために多くの事業を行っていただいていること、

とても感謝しております。藤沢市PTA連絡協議会という団体に属し、その他にも学校

や子どもたちを応援するべく保護者の会を立ち上げたり、青少年指導員として地域活動

に参加したりする中で、活動をする目的について常に意識するようにしています。長年

同じことに携わっていると、目的と手段を混同してしまうことがあるからです。大きな

目指すべき目的に向かって活動をしていたのに、いつしか目的を見失い、手段が活動の

メインとなっていると感じることがあります。事業も目的のための手段の一つだと思い

ます。藤沢市教育振興基本計画も、目指すべきものを再確認し、現状にあった事業を取

り組んでいくものだと思いますが、長年の手段にこだわらずにより良い形に変えていっ

ていただけたらと思います。また、しばしばボランティアの確保や人材不足などが課題

となっていますが、わたしの周りには子どもの教育がひと段落し、何かの役に立ちたい、

ボランティアをやってみたいという人がたくさんいます。地域やPTA等の団体に所属

するのは敷居が高いけど、参加できる日にやるもの、一つのことに特化したものならや

ってみたいという方も多くいます。そのような方々の意欲と、市が求めている人材がう

まくマッチングすれば良いのではないかと思います。ボランティア募集や人材の確保に

ついても、スムーズに運営するための手段と捉えるのではなく、目的達成のために一緒

に目指していってもらう仲間として、目的や事業を市民に周知していくことが大事なの

ではないかと思います。わたしの方でも引き続き、市で行われているさまざまな素晴ら

しい取組みを、保護者をはじめ多くの方に知ってもらえるように、活動に取り入れてい

きたいと思います。これからも藤沢市民のため、藤沢の子どもたちのために、どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 

＜藤井佳世 委員＞ 

今年度で 2 年目になりました。昨年の内容を念頭におきながら、どのような取り組

みがなされたのかを知るために継続した質問をさせていただいたものもありました。点

検・評価では、報告書の内容に関してより詳細な説明がなされることにより、普段の生

活の中では市民が知ることのできないさまざまな取り組みやプロセスを知ることので

きるよい機会という側面もあるのではないかと思います。私自身、知らなかったことや

想像していなかった説明に何度も納得することがありました。どの事業も大切な事業だ

と感じましたが、これまでの蓄積をどのように活用するかによって、事業の効果が左右

されるのではないかとも思いました。また、目的が明確な場合は方策を検討しやすいと

思いますので、何のための事業なのかといった点がチームで共有されているかどうかも、

事業の効果を左右しているように思いました。いくつかの事業で課題・問題点としてあ

げられていたのが、人材の確保や連携に関することだったと思います。こうした課題に

対応することは、同時に、学びを通した地域づくりを進めることにつながっていると思

います。人材の確保や連携は、地域づくりにつながっているという点が改めて確認され

る必要があるのではないかと思いました。より多くの市民が少しでも携わることができ
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るようになるための柔軟な制度設計が必要だと感じました。藤沢は広いので、各地域の

特性を捉えつつ、事業の質を向上させていくための方策は地域ごとに異なるかもしれま

せん。そのような細やかな学びの環をさらに実現されていくことを願っています。 

 

＜渡邉美子 委員＞ 

今回初めて点検評価にかかわらせていただきましたが、地域協力者の立場で非常に 

新鮮な目で様々な事業を知ることとなりました。学校・家庭・地域連携推進事業の地域

協力者会議にかかわるようになって17年目になりますが、ようやく「子どもを軸とし

た連携により、地域づくりおよび学校支援を図る」という事業目的に沿った活動をして

いると胸を張って言えるようになってきた気がします。地域が学校と子どもたちを支え

ると同じように、市の教育委員会が実に様々に学校・教員・児童生徒を支える体制を整

えています。時代が急速に変化し、教員の世代交代も進んでいます。時代に即した対応

で学校を開かれたものにして、複雑化した諸問題を市全体で支えて、教員のみなさんが

子どもたちとじっくりと向き合うことができる環境づくりをしていっていただきたい

と思います。おそらく、双方の関係性をより深める、一方方向からではない働きかけが、

学校・家庭・地域連携推進事業だけでなく行政と学校間でも重要になって来るのだろう

と思いました。生涯学習の分野においては、一般市民としてたまたま地域の活動をする

ようになり、そこから広がったかかわりから様々な分野の活動を知る機会を得た私です

が、それでも今回まで出会うことのなかった多くの事業を今回の点検評価で知ることに

なりました。仕事や子育てに日々忙しく暮らす人、現役を退き改めて地域に目を向け始

めた人、子育てから卒業して心豊かになるものを求めている人、様々な立場のたくさん

の方々がまだ出会えていない何かがその中にあるのかもしれません。地域活動を含め多

くの展開する事業をさらに磨きをかけ、ぜひとも多くの方々に理解いただいて、より多

くの豊かな人生を送るお仲間が増えればよいなと思います。そのような人たちのパワー

が幸せな市・藤沢を育てるのだと思います。今回このような機会をいただいたことによ

り、日ごろの地域活動に取り組む気持ちも新たになりました。感謝申し上げます。 
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１ 教育委員会について 

  地方公共団体が、教育・学術･文化等に関する事務を行う場合は、その性質上

◇ 政治的中立を維持すること   
◇ 行政が安定していること 
◇ 住民の意思を反映すること   

などが求められます。  
これらに応えるため、都道府県及び区市町村には知事または区市町村長から独

立した行政委員会として、教育委員会が設置されています。  
藤沢市教育委員会は、教育長と４人の委員で組織され、教育についての方

針･施策は、この教育委員会での合議によって決められています。 

教育委員は、毎月の教育委員会定例会に出席し議案等を審議するだけでなく、

各種の会議や研修会にも出席しています。 

また、教育施設の視察や学校行事、地域の行事、市の主催行事等にも出席し、

教育を取り巻く状況の把握と市民の意見聴取に努めています。 

 

◆平成２９年度の教育委員          （H2９.４.1現在） 

職 名 氏  名 任  期 

教育長 平 岩 多恵子 H29. 4. 1～H32. 3.31 

教育長職務代理者 中 林 奈美子 H27.10. 1～H31. 9.30 

委 員 小 竹 伊津子 H26.10. 1～H30. 9.30 

委 員 大 津 邦 彦 H28.10. 1～H29. 9.30 

委 員 飯 島 広 美 H29. 4. 1～H33. 3.31 

 

２ 平成2８年度の活動実績 

  平成2８年度の教育委員の活動実績については次のとおりです。 
 

（１）教育委員会        

藤沢市教育委員会では、毎月定例会議を開催しております。また、教育長

が必要と認めたときには臨時会議が開催されます。  
教育委員会定例会，臨時会 １５回 
   ○定例会（１２回）        ○臨時会（３回）  
     提出案件    ６４件      提出案件    ３件 
    ・上程議案   ３３件      ・上程議案   ３件 
    ・議題      ３件       
    ・教育長報告  １４件 
    ・請願      １件 
    ・その他    １４件 
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教育委員会定例会の様子  

 

（２）総合教育会議  ５回 
【主な議題】・教育に対する大綱について・予算に対する要望について  

・東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会における

教育に関する取り組みについて 

・本市のいじめ防止に関する取り組みについて 

・子どもの貧困対策について 

 
（３）その他会議  ３６回 

議案説明、委員協議会、神奈川県市町村教育委員会連合会総会及び役員会、  
教科用図書採択審議委員会、教育振興基本計画評価委員会 等  
 

（４）委員研修会、研究協議会  ３回 
関東甲信越静市町村教育委員会連合会総会及び研修会、  
市町村教育委員会研究協議会、市町村教育委員研究協議会  

       
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関東甲信越静市町村教育委員会連合会総会及び研修会の様子  
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（５）教育施設視察  ２１カ所（２１回） 
御所見中、秋葉台中、秋葉台小、中里小、八ヶ岳、天神小、亀井野小、  
富士見台小、長後小、大清水中、羽鳥中、明治中、羽鳥小、鵠沼中、片瀬中、

片瀬小、新林小、八松小、浜見小、高砂小、湘洋中（増築棟完成に伴う内覧

会）  
 

（６）学校行事  ４５件 
研究発表会、小・特別支援学校体育大会、小学校水泳大会、小学校運動会、 
中学校体育祭、特別支援学校運動会、白浜祭 等  
 

（７）地域行事等  ３件 
公民館まつり、藤沢市伝統芸能発表会、特別養護老人ホームカメリア藤沢Ｓ

ＳＴ竣工披露  
 

（８）市の行事、大会等  ２４件 
教職員辞令交付式、教育文化貢献者感謝会、学校保健大会、市展表彰式、

 スポーツ人の集い、成人式、「こころの劇場」小学生招待事業、 
Stopいじめ！中学生の集い inふじさわ、全国中学生ビーチバレー大会、  
藤沢市賀詞交換会 等  
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基本理念 

３つの目標 

８つの基本方針 

未来を拓く「学びの環」ふじさわ 

～学びを通して人と地域がつながる生涯学習社会、ふじさわを目指す～ 

一人ひとりの夢を育み、

未来を拓く子ども（藤沢

っ子）を育成する 

多様な学びをつなげる

生涯学習ネットワーク

を構築する 

学校・家庭・地域・行政

が連携、協働する子育て、

教育支援体制を推進する 

７ 多文化・多世代が交流し、共生するコミュニティづくりを推進します 

８ 命を守る 「教育の推進」「教育環境の整備」「コミュニティづくりの推進」を図り
ます 

６ 健康で豊かなスポーツライフの環境整備を行います 

５ 郷土文化資産の保全・活用と地域に根ざした文化芸術活動の推進を図ります 

４ 多様な学びのできる生涯学習社会を目指します 

３ 学校教育を充実させる人的、物的条件整備を図ります 

２ 家庭教育・幼児教育・地域教育力の支援、充実を図ります 

１ 共に学び、多くの人とかかわり合いながら自立する子どもを育成します 
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基本方針ごとの施策及び実施事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 

 

 

１ 共に学び、多くの人とかかわり合いながら自立する子どもを育成します 

施策の柱 実施事業 

１ 確かな学力の向上 
1 教育課程推進事業   2 国際教育推進事業   

3 学校ＩＣＴ機器整備事業（情報教育） 

２ 熱意と指導力のある教員の育成 1 各教科研究研修関係事業  2 教育文化センター研究研修事業  

３ 開かれた学校づくりと信頼される学

校経営の推進 
1 教育指導事務事業（計画訪問・要請訪問） 

４ 豊かな心と健康な身体を育む教育

の推進 

1 人権・環境・平和教育関係事業  2 児童生徒指導関係事業  

3 八ヶ岳野外体験教室の充実事業  4学校給食をとおしての食育推進事業  

5 環境教育推進事業  6 いじめ暴力防止対策事業  7 人権施策推進事業費 

５ 一人ひとりのニーズに応じた教育の

推進 

1 特別支援教育推進事業  2 学校教育相談センター事業  3 児童生徒指導関係事業 

4 教育指導事務事業（学習指導員による補修授業）  5子ども発達支援事業 

６ 子どもと社会をつなぐ教育の推進

（新規） 

1 教育課程推進事業（キャリア教育）  2 技能職体験事業（学校訪問・職場体験実施） 

3 障がい者就労支援事業（特別支援学校就労体験）   

4 若年者就労支援事業（若者しごと応援塾：ユースワークふじさわ） 5 自立支援推進事業   

6 自立支援推進事業（就労支援）  7 生活困窮者自立支援事業（就労準備支援） 

8 子ども・若者育成支援事業 

 
２ 家庭教育・幼児教育・地域教育力の支援、充実を図ります 

施策の柱 実施事業 

１ 家庭における教育力の向上 
1地域子育て支援センター事業  2 つどいの広場事業  3 放課後児童健全育成事業 

4 母子保健事業  5学校・家庭・地域連携推進事業 

２ 幼児教育の推進 

1 幼稚園協会等補助金事業  2 幼稚園等就園奨励費補助金事業   

3 幼児教育振興助成事業  4 幼稚園等預かり保育推進事業   

5 幼稚園・保育所・小学校・中学校連携推進事業   

３ 地域における教育力の向上 
1 子育てふれあいコーナー事業  2 地域子育て支援センター事業 

3 つどいの広場事業 4 学校・家庭・地域連携推進事業 

４ 教育機会の均等保障 
1 要保護準要保護児童・生徒援助事業  2生活困窮者自立支援事業（学習支援） 

3 自立支援推進事業 

８ つ の 基 本 方 針 
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３ 学校教育を充実させる人的、物的条件整備を図ります 

施策の柱 実施事業 

１ 
学びを支え質の高い教育環境の整

備 

1 特別支援教育整備事業  2 新入生サポート事業  3 学校図書館管理運営事業 

4 学校ＩＣＴ機器整備事業（教育用・校務用ＰＣ） 

２ 将来にわたって学べる環境整備 
1 学校施設維持保全事業  2 学校適正配置研究事業   

3 学校施設改築・大規模改修事業（老朽化解消） 

３ 
安全・安心で快適な学校施設の整

備 

1 学校安全対策事業  2 学校施設環境整備事業（トイレ改修整備）  

3 学校施設環境整備事業（空調設備整備） 4 学校施設環境整備事業（グラウンド等整備）  

5 学校施設緑化推進事業（芝生化・壁面緑化）  6 学校給食食器改善事業  

7 学校施設維持保全事業  8 防災対策事業（津波対策） 9 中学校給食施設整備事業 

  ４ 多様な学びのできる生涯学習社会を目指します 

施策の柱 実施事業 
１ 生涯学習の推進 1 生涯学習推進事業  2 地球温暖化対策普及啓発事業 

２ 多様な学びを支援する図書館活動

の推進 

1 総合市民図書館運営管理事業  2 総合市民図書館市民運営事業   

3 総合市民図書館整備事業  4 図書館情報ネットワーク事業   

5 障がい者・高齢者への宅配サービス事業  6 子ども読書活動推進事業   

7 点字図書館事業  8 新しい時代に即した「これからの図書館」推進事業  

３ 多様な文化をつなげる学習機会づ

くりの推進 
1 公民館運営事業  2 藤沢公民館・村岡公民館再整備事業 

  ５ 郷土文化資産の保全・活用と地域に根ざした文化芸術活動の推進を図ります 

施策の柱 実施事業 

１ 文化芸術活動の支援 

1 市民ギャラリー事業  2 文化芸術振興事業  3 市民文化創造事業   

4 文化活動支援事業  5 文化芸術活動広域ネットワーク事業   

6 アートスペースの整備・運営事業  7 文化ゾーン再整備事業 

２ 歴史の継承と文化の創造 

1 歴史遺産保存整備活用事業  2 文化財保護事業  3 広域連携展示事業   

4 保管施設整備事業  5  映像資料保存公開事業  6 保存民家公開活用事業   

7 歴史資料公開活用事業  8  （仮称）ふじさわ宿交流館の整備・運営事業   

9 （仮称）藤澤浮世絵館の整備・運営事業  10 景観資源推進事業 

  ６ 健康で豊かなスポーツライフの環境整備を行います 

施策の柱 実施事業 

１ 健康づくりの推進 1 健康づくり推進事業 

２ スポーツ環境の充実 
1 子どもの体力向上対策事業  2 スポーツ施設整備事業  3 スポーツバリアフリー事業   

4 スポーツノーマライゼーション事業 

３ 生涯スポーツ活動の推進 
1 生涯スポーツ活動推進事業  2 スポーツサポート事業  3 競技スポーツ推進事業   

4 地域特性活性化推進事業 

  ７ 多文化・多世代が交流し、共生するコミュニティづくりを推進します 

施策の柱 実施事業 
１ 多文化・多世代の交流の推進 1 多文化共生推進事業 

２ 学校・家庭・地域等の連携、協働の

推進 

1 地産地消の充実事業  2 人権施策推進事業  3 放課後子ども教室推進事業   

4 学校・家庭・地域連携推進事業  5 男女共同参画推進事業 

  ８ 命を守る「教育の推進」「教育環境の整備」「コミュニティづくりの推進」を図りま

す(新規) 

 施策の柱 実施事業 
１ 命を守る教育の推進（新規） 1 学校安全対策事業（防災・防犯教育）  2 教育文化センター研究研修事業 

２ 命を守る教育環境の整備（新規） 

1 学校施設改築・大規模改修事業（老朽化解消）  2 防災対策事業（津波対策）   

3 防災資機材等の整備事業  4 通学路安全対策推進事業 

5 学校防犯対策強化事業（こども110番・安全マップ） 

３ 命を守るコミュニティづくりの推進

（新規） 

1 学校・家庭・地域連携推進事業（地域防災・防犯活動） 

2 学校防犯対策強化事業（こども110番・安全マップ） 
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藤沢市教育振興基本計画評価委員会設置要綱  

 

（目的及び設置） 

第１条 藤沢市教育振興基本計画を効果的かつ確実に推進していくため、藤沢市教育振興基 

本計画評価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 教育委員会の事務の管理・執行状況についての点検・評価に関する事項 

（２） 藤沢市教育振興基本計画の進行管理に関する事項 

  

（組織） 

第３条 委員会は、学識経験者、保護者の代表等５人以内で組織する。 

２ 委員は教育委員会が委嘱し、又は解任する。 

３ 委員会には、委員長及び副委員長を置く。 

４ 委員長は、委員の互選により定める。副委員長は委員長が指名する。  

５ 委員長は、会務を総括し、委員会を代表する。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、１年以内とする。ただし、再任はさまたげない。 

 

（会議） 

第５条 委員会の会議は委員長が招集する。 

２ 会議の進行は委員長が務める。 

３ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に出席を求め、説明又は意見を求める

ことができる。 

５ 会議は、公開とする。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利、利益又は公共

の利益を害する恐れがある場合、非公開とすることができる。 

 

（庶務） 

第６条  委員会の庶務は、教育委員会事務局教育総務課において処理する。 

 

（雑則） 

第7条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員 

会に諮って定める。 

  

附 則  

（施行期日） 

 この要綱は、平成２４年６月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成２５年６月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成２７年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、公表の日から施行する。 
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